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序     文 

 

 我が国は、ウズベキスタン共和国の市場経済化を促進する目的で、2000 年 12 月から「ウ

ズベキスタン日本人材開発センタープロジェクト」を開始しました。同プロジェクトにおい

ては、市場経済化を担うビジネス人材の育成だけでなく、日本語教育、相互理解促進事業を

実施し、我が国の“顔の見える援助”として、ウズベキスタンの国民に広く知られています。 

同プロジェクトは、2005 年に当初の協力機関を成功裏に終了しましたが、引き続きウズ

ベキスタン側からの強い支援要請があり、同年からフェーズ２としてプロジェクトを開始し

ました。同フェーズ２においては、先行プロジェクトを引き継ぎ、プロジェクトの三本柱を

軸に協力を展開し、2010 年 11 月末のプロジェクト終了を控え、同年２月に終了時評価調査

を実施したところです。 

同終了時評価では、評価５項目に従い、先方カウンターパート機関であるウズベキスタン

対外経済関係・投資・貿易省と共同で評価を実施したところ、「妥当性」「有効性」「効率

性」はいずれも高く、また「インパクト」も大きいものの、「自立発展性」においては自立

的な運営体制に課題を残しているとの評価結果に至っています。 

このような実績を踏まえ、ウズベキスタン政府から継続支援要請が提出されたところ、同

フェーズ２の運営指導の中で、事前評価の観点から継続要請の実施妥当性を確認し、さらに

は継続案件のフレームワークに係る協議を行うため、2010 年５月 10 日から５月 14 日の日

程で、新規案件「ウズベキスタン日本人材開発センター・ビジネス人材育成プロジェクト」

の事前評価を目的とした調査団を派遣しました。本報告書は、同調査団の調査・協議結果を

取りまとめたものです。 

 終わりに、本調査にご協力とご支援をいただいた関係各位に対し、心より感謝申し上げま

す。 

 

 平成 22 年 8 月 

 

独立行政法人国際協力機構 

公共政策部長 中川 寛章 
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事業事前評価表 
１．案件名 
 国名：ウズベキスタン共和国 
 案件名：ウズベキスタン日本人材開発センター・ビジネス人材育成プロジェクト 

Project for Capacity Development of Business Persons through Uzbekistan-Japan Center 
for Human Development 

２．協力概要 
（１）プロジェクト目標とアウトプットを中心とした概要の記述 

本プロジェクトは、ウズベキスタン日本人材開発センター（Uzbekistan Japan Center for 
Human Development : UJC）において、ビジネス人材の育成を行うとともに、自立発展が

可能な組織体制を構築することにより、ウズベキスタン経済を支えるビジネス人材を自立

的・継続的に育成していくことを目指すものである。 
 
（２）協力期間 

2010 年 12 月～2015 年 11 月（５年間） 
 
（３）協力総額（日本側） 

約 4.64 億円  
 
（４）協力相手先機関 

ウズベキスタン対外経済関係・投資・貿易省（Ministry for Foreign Economic Relations, 
Investments and Trade of the Republic of Uzbekistan : MFERIT） 

 
（５）国内協力機関 

日本センター事業支援委員会 
 
（６）裨益対象者及び規模、等 

・UJC で行われる各種の研修を受講する年間約 150 人余の民間企業人材（企業経営者・

マネージャー、起業者）及び文化交流事業に参加する年間延べ約５万人の市民 
・UJC カウンターパート、職員、現地講師 

 
３．協力の必要性・位置づけ 
（１）現状及び問題点 

1991 年 12 月の独立以降、他の独立国家共同体（Commonwealth of Independent States : 
CIS）諸国とは異なり、ウズベキスタンは漸進的な市場経済化路線を取り、政府主導の下

に輸入代替型の産業開発とエネルギー・食糧の自給を目指してきた。その結果、経済及び

社会の市場経済への移行はより痛みの少ないものとなり、また近年ではマクロ経済は順調

に成長してきているが、金融システムや外国為替制度の整備など、経済改革に伴う課題が

なお残っている。 
中小企業セクターの裾野はまだ小さいが、その成長の潜在性が高いことから都市部サー

ビス産業を中心に起業意欲が高まっている。建設業・サービス業分野の企業に対するおお

むね３年間の法人税免除の特例措置（2006～2014 年）など政府の企業振興政策もあっ

て、中小企業経営体数は 2006 年１月時点で 308,700 社であったところ、2009 年１月時点
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では 435,888 社と、このところ急激な増加を見せている。一方、市場経済移行の途上にあ

って国内経験が不足することもあり、実践的なビジネス教育の機会は少なく、政府による

産業人材育成支援策も限定的である。特に中小企業では、経営管理の基礎知識を欠き事業

計画の準備がないまま事業を立ち上げ、行き詰っている例が多い。2009 年１月～３月の

第一四半期で倒産（負債清算を伴う会社の解散）した中小企業は 4,952 社と報告されてい

る。これは年間ベースでは全体の 10％に迫る高率である。 
また、都市と地方の格差は拡大しており、地方住民の生活苦は増す一方となっている。

移住の制限があるウズベキスタンにおいては、居住地での経済活動が生計上必要不可欠と

なっているが、地方では過剰な国家統制がいまだ残存し、産業の近代化・多様化が遅滞す

る原因にもなっている。また、地方では所得獲得・向上、雇用機会の創出が喫緊の課題と

なっているが、地方住民には基礎的なビジネスの知識を得る機会が極めて限定されてい

る。 
 

（２）JICA の過去の取り組み・実績 
我が国は、①ウズベキスタンの市場経済化に資する人材育成、及び②ウズベキスタンと

我が国との相互理解及び友好関係を促進することを目的とした技術協力プロジェクト「ウ

ズベキスタン日本人材開発センタープロジェクト」（以下、「プロジェクトフェーズ１」と

記す）を 2000 年 12 月～2005 年 11 月までの５年間行い、若手ビジネスマンを対象とした

ビジネスコース事業、様々な学習者のレベルに応じた日本語教育事業、一般市民を対象と

して相互理解促進事業を実施した。三事業ともに参加者の満足度も高く、着実に実績を積

み上げ、特にビジネスコースは５年間に延べ 1,500 人の受講者があり、ウズベキスタンで

国際クラスのビジネス教育を受けられる貴重な機関として高く評価されるようになった。

上記プロジェクトの成果を踏まえ、より効率的・効果的に事業を実施し一層のインパク

トを生んでいくことを目指し、続く 2005 年 12 月から 2010 年 11 月までの５年間、「ウズ

ベキスタン日本人材開発センタープロジェクト（フェーズ２）」（以下、「プロジェクトフ

ェーズ２」と記す）を実施し、中小企業が直面する多様な課題に対応したコースの継続的

改善及び関連団体との連携による事業の面的拡大に取り組んでいる。 
2010 年３月に実施した終了時評価調査では、プロジェクト終了時点までにプロジェク

ト目標は達成される見込みであり、UJC の市場経済化促進に資する人材育成拠点として

の機能は定着しつつあることが確認された。他方、インパクト及び自立発展の面で未だ課

題が残っており、ウズベキスタンの商工会議所や企業経営体とより密接な連携によるウズ

ベキスタンの社会経済条件を反映したマテリアル開発等の中小企業セクターの 新のニー

ズを反映したコースの実施、UJC の各セクションの、特にマネージャーとなるべき人材

への技術移転による組織・人材面の自立性の向上、収入の増加とコスト削減のため、各事

業の活動内容、実施体制、授業料等の見直しによる財務面での自立性の向上等が提言とし

て指摘された。 
 
（３）相手国政府国家政策上の位置づけ 

中小企業開発振興のための政策方針の一つとして、貧困削減戦略（WIS、2007 年）第

５章の民間セクター、起業者及び中小企業への支援に係る政策が挙げられる。ここでは、

中期戦略として起業及び中小企業への支援政策を 12 分野において継続することが確認さ

れている。その 12 分野の中には、「民間ビジネススクールの設置など、新たな起業を行う

者に対する各種資格の格上げと再教育のシステムを強化する」ことなどが含まれている。
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（４）我が国援助政策との関連、JICA 国別事業実施計画上の位置づけ 
  （プログラムにおける位置づけ） 

2006 年に行われた日本とウズベキスタン政府との政策協議により、対ウズベキスタン

協力の重点分野は、市場経済発展と経済・産業振興のための人材育成・制度構築支援を含

む４分野に整理された。市場化支援の分野には、金融・銀行システム、貿易管理、司法

（民商法）改革、貿易促進、観光促進、中小企業振興及び農業改革の７つの課題が挙げら

れている。本プロジェクトの先行プロジェクトであるプロジェクトフェーズ１（2000 年

12 月～2005 年 11 月）及びプロジェクトフェーズ２（2005 年 12 月～2010 年 11 月）、並び

に本プロジェクトは、このうち「中小企業振興」に直結する民間人材育成の支援が主な目

的となっている。 
 

（５）関連援助機関の対応 
欧州復興開発銀行が実施する TAM-BAS プログラム＊、国連開発計画（United Nations 

Development Programme : UNDP）等によるウズベキスタン商工会議所（Uzbekistan 
Chamber of Commerce and Industry : CCI）への支援など、援助機関によるウズベキスタン

中小企業セクターへの支援は数多いが、長期にわたり経営研修に援助を集中し、その結果

組織能力の高いセンターの構築を果たした UJC プロジェクトのような例は他には見られ

ない。 
  *Turn Around Management（TAM）プログラムとは、経験豊かなマネージャーや技術専門家を市場経済国

から招聘し、移行国の企業を支援する仕組み。Business Advisory Services（BAS）プログラムとは、地

元コンサルタントの能力開発により、地元コンサルタントから中小企業に様々な専門的助言を与える

もの。 
 
４．協力の枠組み 
〔主な項目〕 
（１）協力の目標（アウトカム） 

１）協力終了時の達成目標（プロジェクト目標）と指標・目標値 
【目標】 

UJC において、人材育成及び日本・ウズベキスタン関係強化のための活動を持続的

に運営できる体制が確立し、その人材育成活動を通してウズベキスタンの市場経済化に

資する人材が輩出される。 
【指標】 

・各コースの合計修了者数が毎年 150 人を超える。 
・ウズベキスタン他機関との連携ネットワークが強化されることにより、地方コース

（他機関との連携コース）が継続して実施される。  
・UJC の事業計画及び活動計画が毎年自立的に作成される。  
・現地で活用できる講師が XX％になる。  

２）協力終了後に達成が期待される目標（上位目標）と指標・目標値 
【上位目標】 

ウズベキスタンの市場経済化、及び経済活動を含む日本・ウズベキスタンの関係強化

に寄与するセンターとして、UJC が維持・発展する。 
【指標】 

・ビジネスコースが継続して実施され、毎年 200 人以上の修了者が輩出される。 
・地方コースが４州以上で継続実施される。 
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（２）成果（アウトプット）と活動 
１）成果１：UJC において、ウズベキスタン中小企業の経営改善に資する実践的なビジ

ネスコースが継続的に提供される。 
【活動】 
１．Professional Management Program（PMP）を継続実施する。 

1-1 PMP（夜間昼間、５か月間）を毎年２回実施する。 
1-2 現地講師化促進：担当科目数増加に向けて、現地講師の能力を一層強化するた

めのアプローチを計画・実施する。 
1-3 ウズベキスタン中小企業（Small and Medium Sized Enterprises（SME）セ

クターの情報収集を通じて、その実際を教材に反映するなど、研修内容の実践

性を高める。 
２．A-Club（PMP 修了生が組織する同窓会）に対するフォローアップとして、「経営塾

（仮）」の開講を通じて企業経営の人材ネットワークを構築する。 
2-1 「経営塾（仮）」のコース・カリキュラムを毎年作成する。 
2-2 PMP 修了生に対するフォローアップとして「経営塾（仮）」のセミナーを実施

する。 
2-3 CCI 等の参画を得て「経営塾（仮）」のセミナーを運営し、ビジネス人材のネッ

トワーク構築を図る。 
2-4 以上の活動及び関連活動から得られた成果について意見交換を図るために、オ

ープンビジネスフォーラムを少なくとも年１回開催する。 
３．JMP コース（Junior Management Program：現地講師による７科目コース）を実施する。

４．タシケント以外の地方都市の中小企業に対し、ビジネス教育の必要性を認識するた

めの、啓蒙的な基礎的ビジネスセミナーを実施する。 
【指標・目標値】 

・PMP コースが計 10 回実施される。 
・PMP コースの現地講師担当科目数が XX 科目以上となる。  
・CCI 等と共同でセミナーを XX 回開催する。 
・オープンビジネスフォーラムが少なくとも年１回開催される。 
*現時点で確定していない指標の目標値はプロジェクト開始後１年以内を目途に設定する。 

２）成果２：ネットワーク及び現地リソースの活用によって自立的運営が可能な体制及び

事業内容が整備される。 
【活動】 
５．事業別会計の導入と全事業活動の段階的有料化 

5-1 UJC の全事業に事業別会計を導入し、毎年収支を決算する。収支の計算は、必

要に応じて財源である JICA の在外事業強化費と UJC 事業収入のそれぞれに分

けて行う。 
5-2 収支改善に向けて個別プログラムの段階的有料化及び経費節減等の可能な方策

による自立採算化を図る。 
６．相互理解事業、日本語コース及び障害者向け IT コース 

6-1 自立採算化を部分的あるいは全面的に実現することを条件として、これら三事

業の従前の活動を継続実施する。 
6-2 留学支援・大学間交流の強化など、両国の各種機関・団体が文化交流事業を行

う拠点として UJC を活用する。 
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6-3 UJC は、会場貸与、機材利用等のハード面による日本語教師会の支援、同教師

会との日本語教材の購入に関する分担、さらには日本語能力検定試験の実施、

それぞれを通じて日本語教育の振興に努める。 
【指標・目標値】 

・収支のチェックを事業別会計に基づいて行う。 
・プロジェクト終了時までに、日本語コースについてはほぼ全面的に、その他コース

（相互理解及び障害者 IT）の活動については、各事業の一部において自立採算で

運営されるようになる。  
・プロジェクト終了時までに、JICA の在外事業強化費が 2009 暦年の支出額よりも

30％低減される。 
 

（３）投入（インプット） 
１）日本側（総額約 4.64 億円） 

・長期専門家 ２名（共同所長１名及び業務調整１名） 
・短期専門家 年間６～８名（ビジネスコース講師６～８名） 
・在外事業強化費 
・研修員受入れ 

２）ウズベキスタン側 
・センター施設の提供 
・光熱水費 
・共同所長 １名 
・会計兼業務調整員 １名 

 
（４）外部要因（満たされるべき外部条件） 

１）前提条件  
・ウズベキスタン社会の安定が今後も継続する。  

２）成果達成のための外部条件  
・MFERITから施設及び光熱費等、プロジェクト継続に必要な支援が得られる。  
・CCIや日本語教師会等から協力が得られる。 

３）プロジェクト目標達成のための外部条件  
・中小企業開発振興のための貧困削減戦略第５章にある民間セクター政策に変更がな

い。  
・各コースへ受講者が継続的に集まる。 

４）上位目標達成のための外部条件  
・ウズベキスタンの市場経済化政策に変更がない。 
・世界経済が極端に悪化しない。 

 
５．評価５項目による評価結果 
（１）妥当性：高い。 

ウズベキスタン政府の貧困削減戦略（WIS、2007 年）には、中小企業開発振興のため

の政策方針の一つとして、民間ビジネススクールの設置など、新たな起業を行う者に対し

再教育のシステムを強化することが含まれているように、従来から政府は中小企業セクタ

ーの人材育成に努めている。この政策を実現する手段の一つとして、実施機関である
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MFERIT は本プロジェクトを継続実施し、さらに地方におけるビジネスコースを継続・拡

充するよう JICA に要請してきた。これらは本プロジェクトの計画内容に重点的に反映さ

れている。さらに UJC は、様々な研修コースの実施を通じて、実践的な経営研修を準備

し提供することにより、受益者である中小企業セクターのニーズに応えることを目指して

いる。例えば PMP コースでは、実施可能な経営計画を立案することに研修の目的が置か

れ、その目的に沿ってカリキュラムを組むことにより研修内容の実践性を高めることで、

受益者ニーズへの対応が確保されている。 
また、2006 年に行われた日本とウズベキスタン政府との政策協議により、対ウズベキ

スタン協力の４つの重点分野の一つとして「市場経済発展と経済・産業振興のための人材

育成・制度構築支援」が位置づけられているが、本プロジェクトではウズベキスタンの将

来の経済発展に資する民間セクターの実務人材育成を行うこととしており、我が国の援助

方針と合致するといえる。 
 
（２）有効性：高いと見込まれる。 

本プロジェクトは、ウズベキスタン経済を支えるビジネス人材を自立的・継続的に育成

していくことを目指すとしている。そのためには、主幹コースである PMP の継続実施と

ともに、従来からの課題とされている PMP 修了生のフォローアップと研修事業の地方展

開に重点を置いたビジネス人材育成の継続、UJC 全事業の自立採算化への取り組みによ

る組織の強化が必要である。そこで本プロジェクトでは、ウズベキスタン中小企業の経営

改善に資する実践的なビジネスコースが継続的に提供される（成果１）、及びネットワー

クによって自立的運営が可能な体制及び事業内容が整備される（成果２）の二本柱を機軸

に活動を展開する。 
なお、成果の一つであるビジネス人材の育成についてはほぼ実施体制ができており、現

地職員の能力も十分に強化されているので、目標達成の見込みは十分ある。もう一つの成

果である自立採算化に取り組むために、UJC ではすでに各事業の有料化、料金値上げ及

び経費節減の努力が始められている。加えて本プロジェクトでは、在外事業強化費と法人

会計の両方で事業別経費の記帳が実施されるので、収支改善の努力をより組織的なものと

し、その実効性を一層高めることが期待できる。 
 

（３）効率性：高いと見込まれる。 
プロジェクトフェーズ１による過去 10 年間の協力を通して、UJC はビジネス人材育成

のノウハウの蓄積をはじめとする各事業の実施基盤を整備するとともに、組織としての体

制作りを行ってきた。本プロジェクトではこれらのアセットをもとに、ビジネスコースの

実施による人材育成と、自立的な活動実施のための組織体制強化に注力することで、これ

までの技術協力の蓄積を 大限に活用し、かつ日本側投入を極力抑えながら、本プロジェ

クトの目標達成を目指している。また、本プロジェクトでは、これまでの協力では困難で

あった自立採算化への取り組みを重点的に取り上げ、事業収入の増大と経費節減を活動事

項に含めることにより、UJC 財務の自立性の高まりによる JICA からの投入（在外事業強

化費の相当額）の逓減等の効率化が見込まれる。さらに、ビジネスコースの現地講師化へ

の努力等、自立的運営体制の強化や日本側投入の段階的縮小により効率化を図ることも計

画している。 
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（４）インパクト：正のインパクトが見込まれる。 
本プロジェクトの実施により、ウズベキスタンにおけるビジネス人材が育成されるだけ

にとどまらず、将来ウズベキスタン経済の中核となる経済人の輩出及び経済ネットワーク

の形成に貢献することが期待される。ビジネス人材育成の中核コースである PMP コース

の修了生はすでに 700 人を超えている。これら修了生が組織する A-Club をさらに支援す

るための「経営塾（仮）」を開講することで、ウズベキスタンの市場経済化を牽引するト

ップマネージメント層の人材を育成し、彼らがウズベキスタン経済において真の実力と強

い発言力を付けることができれば、ウズベキスタン経済及び社会の発展における大きな正

のインパクトを期待することができる。 
また、本プロジェクトでは地方展開を行うことで、都市と地方部に拡大する経済格差の

是正及び都市住民の貧困削減のための所得の向上、ならびに雇用機会の創出に向けての正

のインパクトについても、少なからず期待できるものと考える。 
 
（５）自立発展性：比較的高いと見込まれる。 

これまでの協力を通じて、ビジネス人材を排出するためのビジネスコース運営実施に係

る基礎的な技術及びノウハウの移転は行ってきたが、本プロジェクトでは「経営塾

（仮）」の開講によるウズベキスタンの経済界を牽引するトップマネージメント人材の育

成及び CCI との連携による地方展開など、ウズベキスタンの中小企業のニーズに照らし

たビジネスコースの企画運営のための、さらなる技術的な向上を目指した活動を行う。 
また、本プロジェクトでは、ビジネス人材育成及び各事業の組織的、財務的な自立性の

確立を図ることとしており、現地講師の育成や事業での活用頻度の増加、多様な相互理解

事業の実施を通じた日本・ウズベキスタンの交流拠点としての地位確立、UJC 全体の事

業収支の改善による財務的自立（日本語コースについては全面的、相互理解事業や障害者

向け IT コースなど、100％採算化することが困難な事業では一部において自立採算化）に

向けた努力と取り組みを行うこととし、「日本センター」の設立の経緯と役割にかんがみ

た現実的かつ妥当なレベル・範囲での自立発展性を確保する。 
 
６．貧困・ジェンダー・環境等への配慮 

本プロジェクトでは貧困・ジェンダー・環境面に直接悪影響を及ぼすことは想定されな

い。 
 
７．過去の類似案件からの教訓の活用 

プロジェクトフェーズ２の終了時評価で提言された組織、財務の自立性の強化、及び研修

コースの実践性の向上は本プロジェクトの活動内容に反映されている。 
 

８．今後の評価計画 
中間レビュー：計画第二年次中期（2012 年６月を予定） 
終了時評価：計画終了時の６か月前（2015 年５月を予定） 
事後評価：協力終了後３年目（2018 年 11 月を予定） 

 



 

 



－1－ 

第１章 事前評価調査の概要 
 
１－１ 調査団派遣の背景 

 ウズベキスタン共和国（以下、「ウズベキスタン」と記す）は 1991 年の独立以降、大統領の強

力な指導のもと政府主導の段階的な経済改革を実施してきている。他の旧ソ連諸国と比較して、

独立後の経済の落ち込みは小規模であったが、改革の進捗は遅々としたものである。このため、

非効率的な旧態依然の産業構造が継続しており、直接投資の額も国民一人当たりでみると、独立

国家共同体（Commonwealth of Independent States : CIS）諸国で 低の水準である。 
 我が国は、①ウズベキスタンの市場経済化に資する人材育成、②ウズベキスタンと我が国との

相互理解及び友好関係を促進することを目的とした「ウズベキスタン日本人材開発センター

（Uzbekistan Japan Center for Human Development : UJC）」（以下、「プロジェクトフェーズ１」と

記す）を 2000 年 12 月～2005 年 11 月までの５年間行い、若手ビジネスマンを対象としたビジネ

スコース事業、様々な学習者のレベルに応じた日本語教育事業、一般市民を対象とした相互理解

促進事業を実施した。三事業ともに参加者の満足度も高く、着実に実績を積み上げ、特にビジネ

スコースは５年間に延べ 1,500 人の受講者があり、ウズベキスタンで国際クラスのビジネス教育

を受けられる貴重な機関として高く評価されるようになった。 
 プロジェクトフェーズ１につづき、より効率的・効果的に事業を実施し一層のインパクトを生

んでいくことを目指し、2005 年 12 月から 2010 年 11 月までの５年間、「ウズベキスタン日本人

材開発センタープロジェクト（フェーズ２）」（以下、「プロジェクトフェーズ２」と記す）を実

施している。プロジェクトフェーズ２においては、中小企業が直面する多様な課題に対応したコ

ースの継続的改善及び関連団体との連携による事業の面的拡大に取り組んできたが、これまでの

成果を踏まえ、今後さらに地方展開等を含むウズベキスタンのニーズに即した人材育成が求めら

れている。 
 上記背景のもと、今般ウズベキスタン政府より「ウズベキスタン日本人材開発センター・ビジ

ネス人材育成プロジェクト」（以下、「本プロジェクト」と記す）の要請書が提出された。本調査

は、プロジェクトフェーズ２の終了時評価の結果及び本プロジェクトの要請内容を踏まえつつ、

中長期の UJC の方向性について、現地の UJC 内外関係者からの意見を聴取することによって、

本プロジェクト設計に必要な情報を収集、分析するとともに、ワークショップを通じた関係者の

意見集約を行い、本プロジェクトの計画策定を行うことを目的とする。 
 
１－２ 調査団派遣の目的 

（１）プロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix : PDM）案及び活動計画

（Plan of Operation : PO）案を、プロジェクト関係者と協議のうえ、作成する。 
（２）本プロジェクトの計画案に対し、評価５項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自

立発展性）の観点から評価分析案を作成する。 
（３）本邦における関係者間の協議を踏まえ、本プロジェクトの実施に向けた具体的取り組みに

ついて、在ウズベキスタン日本大使館及び JICA ウズベキスタン事務所とともに検討する。 
 本プロジェクトの基本方針についてウズベキスタン対外経済関係・投資・貿易省（Ministry for 
Foreign Economic Relations, Investments and Trade of the Republic of Uzbekistan : MFERIT）に説明・

協議のうえ了解を得る。また、PDM 案及び PO 案について説明を行う。 
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１－３ 調査団の構成 

担当分野 氏 名 所 属 

総括 森  千也 JICA 公共政策部ガバナンスグループ 次長 

評価分析 寺尾 豊光 水産エンジニアリング株式会社 主査 

協力企画 水野 由起子 JICA 公共政策部日本センター課 

 
１－４ 調査日程 

 現地調査：2010 年５月 10 日（月）～５月 15 日（土） 

月 日 曜 時間 総括：森 評価分析：寺尾 協力企画：水野 

５ 10 月 21:00 （成田→ソウル→）タシケント着 

  11 火 09:45 JICA ウズベキスタン事務所打合せ 

      11:00 在ウズベキスタン日本大使館訪問 

      16:30 MFERIT 協議：本プロジェクトの基本方針説明 

  12 水 10:00 UJC 内インタビュー・協議（PDM・PO 案）：Glumira（会計） 

      14:30 UJC 内インタビュー・協議（PDM・PO 案）：共通セッション 

      16:30 UJC 内インタビュー・協議（PDM・PO 案）：Glunora（BC） 

   19:30 MFERIT 主催夕食会 

  13 木 10:00 UJC 内インタビュー・協議（PDM・PO 案）：Rano（相互理解） 

      11:30 UJC 内インタビュー・協議（PDM・PO 案）：立間専門家、Kamola（JC）

      16:00 JETRO 訪問 

  14 金 09:30 CCI 所属芹沢専門家へのインタビュー 

      11:00 CCI 訪問 

      15:30 在ウズベキスタン日本大使館報告 

      16:30 JICA ウズベキスタン事務所報告 

   17:00 MFERIT M/M 署名 

      22:20 タシケント発（→ソウル） 

  15 土 12:20 成田着 
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第２章 事前評価結果 
 
２－１ 本プロジェクトの背景 

２－１－１ ウズベキスタンの市場経済化への道 
1991 年 12 月の独立以降、他の CIS 諸国とは異なり、ウズベキスタンは漸進的な市場経済

化路線を取り、政府主導のもとに輸入代替型の産業開発とエネルギー・食糧の自給を目指し

てきた。その結果、経済及び社会の市場経済への移行はより痛みの少ないものとなり、また

近年ではマクロ経済は順調に成長してきている。1996～2003 年の間４％であった経済成長率

は、外需の高まりもあって 2007～2008 年には９％となり、さらにこの間に政府統計によれば

人口増加率が２％から 1.3％へと減少したことから、一人当たり GDP 成長率は 1990 年代後半

の２％から 2007～2008 年の７％へと増加している。 
 

1990 年代後半から 近までの間に、大統領教書で毎年優先的に掲げられている施策内容を

まとめると、民営化促進、中小企業の育成、農業セクターの経済改革、市場メカニズムの確

保・民間セクターの支援、市場経済インフラの構築、輸出促進及び海外直接投資の誘致等、

市場経済化促進を目的とした分野が優先されている。しかしながら、実態面では市場経済化

の柱となる企業改革、市場・貿易制度の自由化、金融制度改革は必ずしも順調には進んでい

ない。起業や自由な企業活動を妨げる税制や外国為替制度等の規制があり、国外からの投資

の障害ともなっている。 
 

２－１－２ ウズベキスタンの中小企業振興政策 
中小企業セクターの裾野はまだ小さいが、その成長の潜在性が高いことから都市部サービ

ス産業を中心に起業意欲が高まっている。建設業・サービス業分野の企業に対するおおむね

３年間の法人税免除の特例措置（2006～2014 年）など政府の企業振興政策もあって、中小企

業経営体数は 2006 年１月時点で 308,700 社であったところ、2009 年１月時点では 435,888 社

と、このところ急激な増加を見せている。 
 
中小企業はタシケント及びその近郊に限定されず、他の州でも多く見られる。図２－１は

2009 年１月時点における 14 州別の、農業経営体を除く中小企業 213,976 社の分布を示す。タ

シケント市・州（計 47,391 社）以外にも、カシュカダリヤ（44,710 社）、フェルガナ

（17,198 社）、アンディジャン（16,293 社）、ブハラ（15,072 社）等の各州で多くの中小企業

が見られる。 
 



－4－ 

0 200km

40,000
30,000
20,000

2009年1月SME経
営体数(農業を除
く)

 

図２－１ 農業経営体を除く中小企業分布図 
 

一方、市場経済移行の途上にあって国内経験が不足することもあり、実践的なビジネス教

育の機会は少なく、政府による産業人材育成支援策も限定的である。特に中小企業では、経

営管理の基礎知識を欠き、事業計画の準備がないまま事業を立ち上げ、行き詰っている例が

多い。2009 年１月～３月の第一四半期で倒産（負債清算を伴う会社の解散）した中小企業は

4,952 社と報告されている。これは年間ベースでは全体の 10％に迫る高率である。 近の日

本の中小企業数は約 420 万社で、2007 年第一四半期の倒産件数が 4,000 件弱であったことと

比較すると、ウズベキスタンの倒産件数がいかに多いかわかる。 
 

中小企業開発振興のための政策方針の一つとして、貧困削減戦略（WIS、2007 年）第５章

の民間セクター、起業者及び中小企業への支援に係る政策が挙げられる。ここでは、中期戦

略として起業及び中小企業への支援政策を 12 分野において継続することが確認されている。

その 12 分野の中には、「民間ビジネススクールの設置など、新たな起業を行う者に対する各

種資格の格上げと再教育のシステムを強化する」ことなどが含まれている。また、2010 年４

月の大統領教書（付属資料６）で地方開発への重点施策が強調されているように、ウズベキ

スタン政府が地方開発に置く優先度は高い。そのため中小企業関連政策を実施する MFERIT
は地方都市に対する UJC 活動の展開に一貫して強い希望を保持してきている。 

 
２－１－３ 我が国の援助方針 

2006 年に行われた日本とウズベキスタン政府との政策協議により、対ウズベキスタン協力

の重点分野は、以下の４分野とされた。 
 ①市場経済発展と経済・産業振興のための人材育成・制度構築支援 

 ②社会セクターの再構築支援 

 ③経済インフラの更新・整備 

 ④地域内協力の促進 

 

UJC においては、①の分野で改革を担う行政官だけでなく、改革後の市場経済体制下でビ

ジネスを担っていく新しいマインドの民間の人材を育成することが必要であるという観点か

ら、民間人材に対しビジネスコースを提供している。市場経済分野における我が国の支援と

しては、このほかに行政手続き面の法制化・合理化等の実務面におけるウズベキスタン政府
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の取り組みへの支援ほか、制度構築や行政官の人材育成を目的とした協力が行われているが、

民間人材を直接育成する協力は、UJC プロジェクトを通じた活動のみである。UJC のビジネ

スコースは、JICA の国別援助計画にも書かれているとおり、「ウズベキスタン政府が漸進な市

場経済化路線を選択しており、改革が行われても別の規制の導入と一体となってその改革の

成果が現れないといった現象が見られる点を考慮し、『国民に直接届く支援』に力を入れる」

という方針と合致している。 
また、上記（１）の重点分野の下には、以下７つの課題が挙げられている。 

 ①金融・銀行システム 

 ②貿易管理 

 ③司法（民商法）改革 

 ④貿易促進 

 ⑤観光促進 

 ⑥中小企業振興 

 ⑦農業改革 

 
UJC のビジネスコースは、このうち、「中小企業振興」に直結する民間人材育成支援を行っ

ているといえる。 

 

２－１－４ これまでの UJC 支援の成果 
 （１）経営研修（ビジネスコース） 

プロジェクトフェーズ１が開始された 2001 年から、日本人講師と現地講師の共同によ

り、中短期の各種ビジネス（企業経営）コースの研修が実施されている。受講生による

コース評価を含めてニーズ調査が繰り返し行われ、研修コースの開発に反映された。

2009 年 12 月に至るまでの間に、UJC ビジネスコースの中核である A コースでは、第 13

期まで実施されており、この間に合計 693 名の修了生を送り出した。また B コース～D
コースでは延べ 2,890 人の受講者を得ている。中短期コースの９年間にわたる実施を通

じて、日本人講師・現地講師の両輪体制による研修実施体制が確立した。ビジネスコー

スの実施体制を支える UJC 職員も育成され、現在では年次計画の検討を除けば専門家の

助けを得ることなく、コース管理及び現地講師の手配・調整を問題なく実施できる体制

が出来上がっている。 
 
 （２）相互理解事業と日本語教育 

日本とウズベキスタンの間に国交が樹立されたのは 1992 年１月である。つづいて 1993

年に日本大使館が開設された。両国関係の歴史はまだ浅く、旧ソ連邦に属していたウズ

ベキスタンは社会経済や政治体制の違いもあって、その情報は日本では大きく限定され

ており、社会文化や都市居住者の生活水準など不明な点が多かった。企業経営には、地

域経済に根差した生産販売の模索が求められることはもとより、労務、経営法務、企業

ガバナンスを含む広汎な社会的活動が含まれる。UJC のようなプロジェクトを計画し実

施するための有効なアプローチを見出すには、ウズベキスタンの社会・文化あるいは経

済分野の情報不足を解消することが求められる。そのために相互理解事業のような活動
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が必要であったと考えられる。現在行われている文化交流（生花、茶道、折り紙など）

は、必ずしも日本からウズベキスタンへの一方的な情報フローではない。これらの教室

の運営は、かつてソ連邦に属し、また現在も複数語族から成るウズベキスタン社会の複

雑な実相など、ほかでは得られないような貴重な情報を入手する潜在的可能性を与える

ともいえる。また、2006 年から聴覚障害者向けに初級から上級の情報技術（IT）コース

が開講され、初級コースで延べ 200 人余と受講者数で実績を上げている。 
 
 （３）UJC 組織の強み 

当初の段階ではプロジェクトフェーズ１はコンセプトが先行し、日本主導で始まった

ところがある。しかしながら開所以来 10 年を経ようとする現在では、UJC はウズベキス

タン側の要請順位のトップに置かれるほどに同国のニーズに応えるものに成長した。一

般向け教育機関が 10 年間にわたって援助機関により直営され、さらに MFERIT からプロ

ジェクトの継続・拡大を強く求められている。制度改革が慎重に制御されているウズベ

キスタンにあっては、そのような状況自体、すなわち幅広い国際交流を可能とする確固

とした拠点が成立したこと自体に UJC の成果をみることができる。 
 
２－２ プロジェクト実施のアプローチ 

 以上のように、これまでプロジェクト全体を概観すると、①UJC は、日本・ウズベキスタン

共通の財産であり、両国友好関係の柱として、今後も維持することが求められている、②10 年

間の活動を経て、職員の能力強化が進み、組織体制も確立されてきたと、その成果を要約できる。 
 
 一方、研修や文化交流等を組織目的に持つ UJC の活動には終わりはないともいえる。しかし

ながら、援助プロジェクトが永続的に続けられると仮定することはできないので、いずれは

UJC 事業は自立する段階を迎えることとなる。今後 UJC の自立性を高めるために、後続の本プ

ロジェクトでは、UJC の活動全体を JICA のプロジェクトによって実施するのではなく、UJC 自

身が実施する活動の一部に JICA が協力する形へと、プロジェクトの実施アプローチを変更する。

すなわち次のような基本コンセプトにより本プロジェクトの事業内容を検討する。 
・今後は、より一層、日本からの投入（専門家派遣、機材の後送、ローカルコストの負担など）

を削減し、UJC が自立発展的に運営される体制を作ることを目標に協力を行う。目標として

は、各事業について次の５年間で独立採算を目指す。 
・日本語教育と相互理解促進事業については、在ウズベキスタン日本大使館、国際交流基金ほか、

関係機関と連携して、活動を実施することが求められる。 
・ビジネスコースへの日本人講師の招聘を独立採算で行うことはほぼ不可能であるが、これにつ

いてはウズベキスタンの経済成長を支援する観点から５年後も何らかの形で継続する途を探

る。 
 
２－３ プロジェクトの実施体制 

２－３－１ 実施機関としての UJC 
本プロジェクトの実施機関は、共同所長制度により管理運営される NPO 法人 UJC である。

ただ、過去 10 年間にわたり、事業収入だけでは活動資金を負担することができない状態が続
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いたことから、組織の基幹を構成する 20 人余の現地採用職員の給与の大半が単年度会計主義

を取る JICA の在外事業強化費により支払われていた。そのため、現地職員は１年契約の臨時

職として勤務する状態が続いてきている。一方、本プロジェクトで目指す事業の自立採算化

は、給与費等の諸経費の負担が JICA 経費（米ドル払い）から UJC 法人会計（スム払い）に漸

次移行することを意味する。これは事業収入は UJC 法人会計にしか計上できないためである。

この状況の中で予測される事態として次の２つが挙げられる。 
 ①支弁通貨の変更により実質的な給与減額が生じ、職員の多くが退職する可能性が高まる。 
 ②職員の任免権が JICA から UJC に移行し、職員は正規採用となる。 
 

今後、５年あるいは 10 年という長い期間をかけて給与費財源を移行することにより、離職

者数が急増するリスクを抑えることは可能である。また、給与費財源の大半が移行されない

と、職員の正規採用化も実現しないと考えられる。ここで留意すべきは、自立を果たした

UJC が備えるべき長期的な組織体制はまだ決まってはおらず、これから確定されていくこと

である。すなわち、UJC が自立性を獲得していくための以上のようなプロセスを通じて、組

織の性格が現状のような形から別の形に変化していくと考えられる。 
 

２－３－２ 実施体制 
UJC に出版の権利と免税特権を確保するための現行の政令（PP-339、2006 年５月１日）は、

本プロジェクトの開始に伴い更新される予定である。2010 年 12 月以降の協力期間に備えた政

令は、2010 年５月現在準備中と報告されている。 
 

従前どおり、本プロジェクトは日本・ウズベキスタン両方の共同所長制度のもとで実施さ

れ、事業活動の進捗と実績は在ウズベキスタン日本大使館、MFERIT、JICA ウズベキスタン

事務所等の関係機関により構成される合同調整委員会（Joint Coordination Committee : JCC）に

報告される。 
 
２－４ プロジェクトの基本計画 

２－４－１ 上位目標 

 ウズベキスタンの市場経済化、及び経済活動を含む日本・ウズベキスタンの関係強化に寄与

するセンターとして、UJC が維持・発展する。 

 

本プロジェクトの上位目標として「ウズベキスタンの市場経済化及び経済活動を含む日

本・ウズベキスタンの関係強化に寄与するセンターとして、UJC が維持・発展する」を掲げ

る。UJC が果たす寄与として「ウズベキスタンの市場経済化」と「経済活動を含む日本・ウ

ズベキスタンの関係強化」の２つが挙げられる。従前の UJC プロジェクトと同様に、本プロ

ジェクトにおいても、この２つの目標の長期実現が目指されるところとなる。 
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２－４－２ プロジェクト目標 

 UJC において、人材育成及び日本・ウズベキスタン関係強化のための活動を持続的に運営

できる体制が確立し、その人材育成活動を通してウズベキスタンの市場経済化に資する人材が

輩出される。 

 
本プロジェクトでは、主幹コースである PMP（Professional Management Program）の継続実

施とともに、連携機関とのネットワークを構築しつつ、従来から課題とされている PMP 修了

生のフォローアップと地方展開の実施を通してビジネス人材を育成・輩出する。さらに、そ

の人材育成機能を持続的に実施するために、UJC の技術的、組織的、財務的な自立（自立採

算化）を目指すことをプロジェクト目標とする。 
 

２－４－３ 成果と活動 
 （１）成果１と関連活動 
   １）成果１ 

 UJC において、ウズベキスタン中小企業の経営改善に資する実践的なビジネスコー

スが継続的に提供される。 
   ２）活動 
    １：PMP を継続実施する。 

1-1 PMP（夜間昼間、５か月間）を毎年２回実施する。 
1-2 現地講師化促進：担当科目数増加に向けて、現地講師の能力を一層強化するため

のアプローチを計画・実施する。 
1-3 ウズベキスタンの中小企業（Small and Medium Sized Enterprises : SME）セクター

の情報収集を通じて、その実際を教材に反映するなど、研修内容の実践性を高め

る。 
 先行計画と同様の形で PMP コースを実施する。現地講師能力強化の計画は、UJC に

より作成され、計画内容と予算措置について JICA と協議のうえ実施される。研修内容

の実践性向上の活動が含まれたことには、従来から現地講師によりウズベキスタンの経

営法務等が講義されていたが、日本人講師の講義内容にはウズベキスタンの企業環境の

状況が反映されることが少なかったことからこれを改善する意図がある。 
 
    ２：A-Club（PMP 修了生が組織する同窓会）に対するフォローアップとして、「経営塾

（仮）」の開講を通じて企業経営の人材ネットワークを構築する。 
2-1 「経営塾（仮）」のコース・カリキュラムを毎年作成する。 
2-2 PMP 修了生に対するフォローアップとして「経営塾（仮）」のセミナーを実施す

る。 
2-3 商工会議所（Uzbekistan Chamber of Commerce and Industry：CCI）等の参画を得て

「経営塾（仮）」のセミナーを運営し、ビジネス人材のネットワーク構築を図る。 
2-4 以上の活動及び関連活動から得られた成果について意見交換を図るために、オー

プンビジネスフォーラムを少なくとも年１回開催する。 
 PMP の修了生は前述のとおり 700 人弱にも上るが、彼らは独自に“A-Club”という
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同窓会を組織し、各種セミナーや就職支援活動を実施している。また、“ウズベキスタ

ンにおける中小企業トップ 100”には PMP の修了生が数パーセントを占める。これは

UJC のこれまでの活動の 大の成果といっても過言ではない。PMP の修了生の中から

真のトップマネージメントを育てあげ、彼らのネットワークを強化させ、ウズベキスタ

ン経済における“経団連”とでもいうべき組織力と地位を築くことにより、ウズベキス

タンの政治・経済・社会に対し発言できる力を付けることは、遅々として進まない同国

の市場経済化を牽引する勢力になることと期待される。このような考えのもと、「経営

塾（仮）」を開講し、本プロジェクトの目玉として力点を置くものとする。 
 
    ３：JMP コース（Junior Management Program：現地講師による７科目コース）を実施する。 

 JMP コースの研修内容については、プロジェクトフェーズ２において、試行的に実

施されている。 
 JMP コースは、A コース（PMP コース）の参加希望者であるが、A コースへの参加

レベルには至っていない者、大学卒業生や新卒雇用者、幹部候補生及び起業候補生の人

材育成を行うことで、A コース参加者の裾野を拡大することを目的としている。内容は、

経営管理基礎レベルを行うもので、現地講師のみで開講している。 
 上記試行実施の結果、参加者からの評価は高く、上記目的のためだけでなく、現地講

師の育成の場としても活用できるため、継続して実施することが望ましく、本プロジェ

クトにおいても実施することとする。 
 
    ４：タシケント以外の地方都市の中小企業に対し、ビジネス教育の必要性を認識するた

めの、啓蒙的な基礎的ビジネスセミナーを実施する。 
 地方での展開においては、これまで経営学について体系的に学んだことのない中小企

業経営者や地方の中小企業振興に携わる CCI 職員、また CCI が活用する地方のコンサ

ルタントを対象としたセミナー型の研修実施を想定する。具体的なカリキュラムは今後

検討することとなるが、PMP コースへの入門的な内容と科目特化型を組み合わせたも

のとなり、PMP の入門としては JMP コースを参考としてカリキュラムを設定すること

になるだろう。 
 また、UJC 分室が設置されているブハラを除いて UJC の地方拠点はないため、CCI
のネットワークを活用し、同施設の活用により連携を図るとともに、地方での中小企業

振興のアクターである CCI 職員等の人材育成を併せて行うことにより、双方にとって

WIN-WIN の関係となることが期待される。 
   ３）成果１の活動に係るその他留意点：情報発信活動の強化 

 以下の事項は PDM には含まないが、UJC が培ってきた組織的な強みを活かすことが

可能な活動の一つと考えられる。 

①法制度支援等の成果の情報発信を通じて中小企業の強化を行う。 
ウズベキスタンの市場経済化支援として、UJC 以外の JICA の協力として、行政手

続面の法制度等、制度構築からのアプローチによる協力も行っている。こういった

協力の成果は、内容に応じて行政官のみではなく民間人材向けに発信することで、

主に中小企業の制度に関する知識の増強や、適正手続に対する理解の促進等につな
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がる可能性がある。そういった場合に UJC を場として活用してセミナー等を実施す

れば、効果的・効率的な情報発信が可能である（出典：ビジネスコースターゲット

調査報告書、2010 年４月）。 
②案件形成には至っていない課題に対するアプローチを提供する。 

２－１－３で触れた７つの課題に対し、例えば日本政府として本格的な協力案件

を立ち上げるほど、ニーズの確認や適切な実施体制の確保の見通しがない場合に、

UJC で短期のセミナーやプログラムを提供することを通じて、ニーズの発掘や関係

機関とのネットワーク開拓を図ることが有効であると考えられる。また、限られた

予算の中で、効率的な支援を行うという観点でも、UJC におけるセミナー提供は有

効な手段の一つであるといえる。この点については、すでに 2009 年度に UJC で実施

した「融資審査能力向上セミナー」などの実績がある（出典：ビジネスコースター

ゲット調査報告書、2010 年４月）。 

 

 
 （２）成果２と関連活動 

   １）成果２ 
 ネットワーク及び現地リソースの活用によって自立的運営が可能な体制及び事業内容

が整備される。 
   ２）活動 

５：事業別会計の導入と全事業活動の段階的有料化 

フェーズ２ 

PMP コース 
A コース 

B コース 

C コース 

D コース 

地方セミナー 

 テーマ別 
 上級短期 

 経営層向け 
 単発セミナー 

ポストフェーズ２

 経営塾（仮） 

ネットワーク化によるウ
ズベキスタン版経団連

のプロトタイプ形成 
 

地方短期
特設コース

PMP コース

JMP コース

【新設】 

【新設】 

【継続】 

【新設】 

ターゲット層：企業経営者、  

企業幹部等 

ターゲット層：起業家、企

業中間管理職・中堅職員

等 

ターゲット層：経営学部卒業生、PMP準備生等 

卒業生か

ら選抜 

ターゲット層：中小企業経営者、

CCI職員、地方コンサルタント等 

 ・PMP準備コース

としての位置づけ 
・現地講師起用 

2005年12月1日～2010年11月30日 

 
・ビジネス人材を輩
出する基幹コースと
して継続 
・現地講師化の促進 

 
・ 経 営 管 理 基 礎

等、JMPをベース

にしたカリキュラム 

・PMP修了生のネットワーク
強化（修了生が組織するA-
Club支援） 
・ 経 営 者 向 け 「 Executive 
Marketing」等 
・”Open Business Forum” 

レ

ベ

ル

2010年12月1日～2015年11月30日 

ブハラ、サマ

ルカンド等 
４箇所 

CCI/JETRO
等との連携 

高

低

CCI 等 と

の連携 

図２－２ UJC ビジネスコース改編のイメージ 
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・UJC の全事業に事業別会計を導入し、毎年収支を決算する。収支の計算は、必要に

応じて財源である JICA の在外事業強化費と UJC 事業収入のそれぞれに分けて行う。 
・収支改善に向けて、個別プログラムの段階的有料化及び経費節減等の可能な方策によ

る自立採算化を図る。 
 

 この活動にいう「事業別会計」の導入とは、ビジネスコース、相互理解事業、日本語

教育、IT 及びブハラ分室の各事業の活動に伴う経費支出額を事業別に記帳あるいは決

算することである。センター事業の収入額はすでに事業別に記帳されている。 
 
 表２－１は 2009 年（１月～12 月）の在外事業強化費と本邦調達の資材購入費を事業

別に仕分ける試みを行った結果である。表に見られるように共通費（一般管理費）の占

める割合が 36％と も大きく、活動経費がすべて事業に配分されるに至っていない。

総務や受付担当職員の給与費などのように仕分けが難しい費目もある。コスト配分のル

ールを決めて、共通費を事業で負担し、事業の採算性をできるだけ正確に把握すること

が事業別会計の目的である。 
 

表２－１ 在外事業強化費と本邦調達費用の事業別内訳（2009 暦年） 
                                      （単位：USD） 

支出科目 共通費 ビジネス 相互理解 日本語 IT ブハラ 計 （％） 

給与費 40,738 27,799 14,901 21,538 0 11,492  116,468  36%

講師報酬・通訳 0 46,670 2,852 22,151 4,619 0  76,291  24%

旅費 125 3,295 0 477 0 2,911  6,808  2%

備品・消耗品費 45,342 1,968 21,213 6,114 27 2,314  76,979  24%

車両費 10,556 0 0 0 0 0  10,556  3%

維持保守費 4,995 0 0 0 0 0  4,995  2%

通信費 9,236 0 0 0 0 3,917  13,153  4%

使用賃借料 0 2,341 750 710 0 0  3,800  1%

諸雑費 5,023 3,049 3,621 47 0 243  11,984  4%

計 116,016 85,122 43,337 51,037 4,646 20,877  321,036  100%

（％） 36% 27% 13% 16% 1% 7% 100% 

出典：フェーズ２終了時評価報告書、2010 年２月 

 
 

６：相互理解事業、日本語コース及び障害者向け IT コース 
・自立採算化を部分的あるいは全面的に実現することを条件として、これら三事業の従

前の活動を継続・実施する。 
・留学支援・大学間交流の強化など、両国の各種機関・団体が文化交流事業を行う拠点

として UJC を活用する。 
・UJC は、会場貸与、機材利用等のハード面による日本語教師会の支援、同教師会と

の日本語教材の購入に関する分担、さらには日本語能力検定試験の実施、それぞれ

を通じて日本語教育の振興に努める。 
 

計 30% 
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 特に相互理解事業と IT コースについては、その事業の性格上、収支改善を通じて自

立採算を図ることは難しいと考えられるが、本プロジェクトの協力期間５年間を通じて、

可能な限り収支差の縮小に取り組むことに焦点を当てて、以上の活動を実施することが

求められる。特に IT コースは、外部スポンサーを得る可能性がより大きいことから、

その可能性を探ることも検討すべきである。  
 
 なお、表２－１に示されるように、2009 年の在外事業強化費と本邦調達費用に占め

る相互理解事業、日本語及び IT コースの割合は計 30％である。共通費を振り分ける前

の比率ではあるが、これら三事業が収支均衡を得るうえで、一つの目標値を与えるもの

となる。 
 

２－４－４ プロジェクトの実施工程 
 （１）UJC 事業の活動サイクル 

主なビジネスコースである PMP 研修の第 15 期は、2010 年４月から開始されている。

通常どおりにいけば、次の第 16 期は 2010 年 10 月に開始され、2011 年３月まで実施され

る。また、日本語コースの学習者は例年１月と９月に募集され、３か月間の学期が年に

３期開講される。相互理解事業では年間 500 回以上とほぼ連日にわたり複数回の各種イ

ベントが開催されている。すなわち、これらの事業はいずれも実施サイクルが完成され

ており、長期短期のスパンを問わず、関連業務はいずれもすでにルーティーン化されて

いる。 
 

そのような状況にあるため、これらのサイクルが実施途上にあるなかで、本プロジェ

クトは開始時点である 2010 年 12 月を迎えることとなる。時間や投入を区切って、一定

期間内に一定の成果を出すことがプロジェクトであるとすれば、UJC 事業のこのような

サイクルの一つ一つがそのようなプロジェクトとなる。この理由により、本プロジェク

トについては、通常のプロジェクトのようにプロジェクト全体の進捗を管理する実施工

程（PO）を作成することは難しいが、計画の検討段階で想定し得る全体工程の例を付属

資料３に添付する。 
 

毎年の JICA 在外事業強化費を予算化するために、UJC では各事業の年間予算案を作成

している。年間予算案は年間の活動計画に基づいて作成されることから、各事業には経

費を見積もるに足るだけの年間活動計画が検討されていると考えられる。そのような各

事業の活動計画の提出を得て、本プロジェクトの実施工程（PO）とすることも一案とい

える。ガントチャートの体裁を取る必要は特にない。現状の予算積算資料を得ることで、

実施工程（PO）に代えることが可能と考える。 
 
 （２）会計年度 

予算積算資料の提出を得るうえで留意すべき事項として、予算の積算・執行期間すな

わち会計年度がある。JICA の在外事業強化費の支出を含めた UJC の会計年度はウズベキ

スタンの会計年度（１月開始～12 月終了）に沿うことが必要である。これは、自立採算
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を求めるには、実施機関の会計規則に従った財務処理が行われることが望ましいためで

ある。会計年度の設定もその一つである。日本の会計年度にも対応できるようにするに

は、 低限、在外事業強化費の予算・決算の関係資料を月別あるいは四半期別で作成す

ることで足りる。 
 

２－４－５ 投 入 
 （１）日本側  

・長期専門家 ２名（共同所長１名及び業務調整１名） 
・短期専門家 年間６～８名（ビジネスコース講師６～８名） 
・在外事業強化費 
・研修員受入れ 

 
 （２）ウズベキスタン側 

・センター施設の提供 
・光熱水費 
・共同所長 １名 
・会計兼業務調整員 １名 

 
２－５ 評価５項目による事前評価 

２－５－１ 妥当性：高い。 
ウズベキスタン政府の貧困削減戦略（WIS、2007 年）には、中小企業開発振興のための政

策方針の一つとして、民間ビジネススクールの設置など、新たな起業を行う者に対し再教育

のシステムを強化することが含まれているように、従来から政府は中小企業セクターの人材

育成に努めている。この政策を実現する手段の一つとして、実施機関である MFERIT は本プ

ロジェクトを継続・実施し、さらに地方におけるビジネスコースを継続・拡充するよう JICA
に要請してきた。これらは本プロジェクトの計画内容に重点的に反映されている。さらに

UJC は、様々な研修コースの実施を通じて、実践的な経営研修を準備し提供することにより、

受益者である中小企業セクターのニーズに応えることを目指している。例えば PMP コースで

は、実施可能な経営計画を立案することに研修の目的が置かれ、その目的に沿ってカリキュ

ラムを組むことにより研修内容の実践性を高めることで、受益者ニーズへの対応が確保され

ている。 
また、2006 年に行われた日本とウズベキスタン政府との政策協議により、対ウズベキスタ

ン協力の４つの重点分野の一つとして「市場経済発展と経済・産業振興のための人材育成・

制度構築支援」が位置づけられているが、本プロジェクトではウズベキスタンの将来の経済

発展に資する民間セクターの実務人材育成を行うこととしており、我が国の援助方針と合致

するといえる。 
 

２－５－２ 有効性：高いと見込まれる。 
本プロジェクトは、ウズベキスタン経済を支えるビジネス人材を自立的・継続的に育成し

ていくことを目指すとしており、そのためには、主幹コースである PMP の継続実施とともに、
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従来から課題とされている PMP 修了生のフォローアップと研修事業の地方展開に重点を置い

たビジネス人材の育成の継続、さらに UJC の全事業の自立採算化への取り組みよる組織の強

化が必要である。そこで本プロジェクトでは、ウズベキスタン中小企業の経営改善に資する

実践的なビジネスコースが継続的に提供される（成果１）、及びネットワークによって自立的

運営が可能な体制及び事業内容が整備される（成果２）の二本柱を機軸に活動を展開する。 
なお、成果の一つであるビジネス人材の育成については、ほぼ実施体制ができており現地

職員の能力も十分に強化されているので、目標達成の見込みは十分ある。もう一つの成果で

ある自立採算化に取り組むために、UJC ではすでに各事業の有料化、料金値上げ及び経費節

減の努力が始められている。加えて本プロジェクトでは、在外事業強化費と法人会計の両方

で事業別経費の記帳が実施されるので、収支改善の努力をより組織的なものとし、その実効

性を一層高めることが期待できる。 
 

２－５－３ 効率性：高いと見込まれる。 
先行プロジェクトによる過去 10 年間の協力を通して、UJC はビジネス人材育成のノウハウ

の蓄積をはじめとする各事業の実施基盤を整備するとともに、組織としての体制作りを行っ

てきた。本プロジェクトではこれらのアセットをもとに、ビジネスコースの実施による人材

育成と、自立的な活動実施のための組織体制強化に注力することで、これまでの技術協力の

蓄積を 大限に活用し、かつ日本側投入を極力抑えながら、本プロジェクトの目標達成を目

指している。また、本プロジェクトでは、これまでの協力では困難であった自立採算化への

取り組みを重点的に取り上げ、事業収入の増大と経費節減を活動事項に含めることにより、

UJC 財務の自立性の高まりによる JICA からの投入（在外事業強化費の相当額）の逓減等の効

率化が見込まれる。さらに、ビジネスコースの現地講師化への努力等、自立的運営体制の強

化や日本側投入の段階的縮小により効率化を図ることも計画している。 
 

２－５－４ インパクト：正のインパクトが見込まれる。 
本プロジェクトの実施により、ウズベキスタンにおけるビジネス人材が育成されるだけに

とどまらず、将来ウズベキスタン経済の中核となる経済人の輩出及び経済ネットワークの形

成に貢献することが期待される。ビジネス人材育成の中核コースである PMP コースの修了生

はすでに 700 人を超えており、これら修了生が組織する A-Club をさらに支援するための「経

営塾（仮）」の開講することで、ウズベキスタンの市場経済化を牽引するトップマネージメン

ト層の人材を育成し、彼らがウズベキスタン経済において真の実力と強い発言力を付けるこ

とができれば、ウズベキスタン経済及び社会の発展における大きな正のインパクトを期待す

ることができる。 
また、本プロジェクトでは地方展開を行うことで、都市と地方部に拡大する経済格差の是

正及び都市住民の貧困削減のための所得の向上並びに雇用機会の創出に向けての正のインパ

クトについても少なからず期待できるものと考える。 
 

２－５－５ 自立発展性：比較的高いと見込まれる。 
これまでの協力を通じて、ビジネス人材を排出するためのビジネスコース運営実施に係る

基礎的な技術及びノウハウの移転は行ってきたが、本プロジェクトでは「経営塾（仮）」の開
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講によるウズベキスタンの経済界を牽引するトップマネージメント人材の育成及び CCI との

連携による地方展開など、ウズベキスタンの中小企業のニーズに照らしたビジネスコースの

企画運営のための、さらなる技術的な向上を目指した活動を行う。 
また、本プロジェクトでは、ビジネス人材育成及び各事業の組織的、財務的な自立性の確

立を図ることとしており、現地講師の育成や事業での活用頻度の増加、多様な相互理解事業

の実施を通じた日本・ウズベキスタンの交流拠点としての地位確立、UJC 全体の事業収支の

改善による財務的自立（日本語コースについては全面的、相互理解事業や障害者向け IT コー

スなど 100％採算化することが困難な事業では一部において自立採算化）に向けた努力と取り

組みを行うこととし、「日本センター」の設立の経緯と役割にかんがみた現実的かつ妥当なレ

ベル・範囲での自立発展性を確保する。 
 
２－６ プロジェクト実施に向けた留意事項 

２－６－１ UJC 設置の準拠法令 
UJC は、大臣会議令（31 号、2001 年１月 16 日）により、NPO 法人として組織設置の法的

根拠を得ている。また、出版の権利と免税特権を確保するために、大統領令（PP-339、2006

年５月１日）を得ている。他の日本センターでは見られない、このような法令上の措置が組

織運営に必要だということが UJC の特徴といえる。本プロジェクトの実施、さらには上位目

標の実現には大統領令の更新が前提となるので、これらの政令に係るウズベキスタン政府の

意思決定のプロセスを見守る必要がある。 
 

２－６－２ 共同所長体制 
本プロジェクトの協力期間中は、引き続き共同所長体制のもとでプロジェクトの実施に臨

む。本プロジェクト終了後の段階に向けては、UJC 組織の長期的な有り様について、日本側

の意見調整とともに MFERIT との討議を重ねる必要がある。すなわち、日本・ウズベキスタ

ンいずれの単独所長にするかなどの組織体制の検討もさることながら、ロシアの日本センタ

ーの事例に見られるように、今後長期にわたってウズベキスタンにおいて「日本センター」

を運営するか、あるいはウズベキスタン政府が運営する経営研修センターへと発展的解消を

遂げるか、日本・ウズベキスタン合意のもとに長期的な方針が確定される必要がある。 
 

２－６－３ ブハラ分室の扱い 
ブハラ分室の主な業務は、日本語・相互理解事業の運営である。プロジェクトフェーズ２

においてブハラ市でビジネス研修（D コース）を実施する際には、ブハラ分室の関与はセミナ

ーの場所を提供する程度にとどまっていた。これは、そのような人員の配置になっていなか

った（すなわち年数回の D コース実施のために専任要員を配置する無駄が避けられていた）

ことによる。今回の事前調査に際して、日本側からブハラ分室の事業をブハラ国立大学に移

管する方針が提案されたが、MFERIT の強い要望により、ブハラ分室の継続・廃止に係る討議

は結論をみるに至らなかった。 
 

ブハラ分室継続への MFERIT の要望は、おそらくウズベキスタン政府の中小企業振興に係

る長期的な展望を反映している。UJC タシケント本部と同様な機能を持つ分室を地方に展開
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したいとする意向がその一つである。一方、日本には ODA 予算の縮小があり、たとえ妥当な

内容であっても要請に沿った支援を行うことは難しくなっている。この状況の中で、先方の

要請に合理的に対応するには、付与の条件にしたがい、かつ共通の理解のもとで実施可能な

方策を探るしかない。しかしながら、そのためにはウズベキスタン側の情報が不足している

現状にある。例えば、今回の調査で全国約 200 箇所に置かれた CCI の“Informative Consultant 
Center”が 40 箇所に整理されるとの情報が得られた。中小企業振興のための地方拠点が縮小さ

れる一方で、類似する機能を持つ UJC の研修事業の地方展開の拡大に優先度が置かれている。

このような相反が生じる背景を把握したうえで、ブハラ分室の扱いを検討することが望まれ

る。 
 

２－６－４ JETRO タシケント事務所との連携 
UJC と日本貿易振興機構（Japan External Trade Organization：JETRO）タシケント事務所との

間には、双方に有益な業務連携が可能な分野が存在する。例えば以下の連携を実現させるこ

とにより、経営塾による PMP 修了生のフォローアップ等の活動あるいは地方での研修事業拡

大を促進することが望まれる。 
 
（１）A-Club のネットワークへの参加 

日本企業とのビジネスマッチングを促進することは JETRO の仕事に含まれている。ウズベ

キスタンに対する投資の可能性について日本企業から問い合わせを受けることがあり、その

ような場合に、UJC の A-Club は人材バンクとしてあるいは各種企業の情報ソースとして活用

できると見込まれている。そのような見地から、JETRO 事務所は A-Club ネットワークへの参

加を望んでいる。一方、国外企業とのビジネスマッチングの成立は、PMP 修了生にとって市

場開発ひいては企業経営の進展につながることは言うまでもない。 
 
（２）日本の産業技術情報の提供 

繊維産業や食品加工業などの中小規模の製造業が産業機器カタログや見積りなど日本の産

業技術分野の情報を求めても、特に地方では十分な情報を得ることが難しい状況がある。こ

の分野の情報提供について、JETRO 事務所からの協力が期待できる。 
 

ただし、一般的に日本からの新品機械の少量輸出は製品の保証体制を取るのが難しいなど、

メーカーが尻ごみする例が多いことは留意すべきである。一方、JETRO 事務所から得た情報

によれば、紡織機械などの日本の中古品のウズベキスタンへの輸出チャンスは多々あると考

えられているが、ウズベキスタンでは中古品は輸入規制品目の一つなので、ここでも障壁は

ある。また、ロシアの規格である国家標準（Governmental Standard：GOST）認証を取得しな

いと輸入できないが、その認証には数か月かかることも考慮しなければならないともいわれ

る。いずれにしても JETRO にはこのような貿易に係る関連情報も期待できる。 
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第３章 団長所感 
 

（１）自立発展性の兆し 
 今回調査の 大の成果は、ウズベキスタン側の UJC 共同所長である MFERIT のハビブラ

エフ局長が、本プロジェクトの も重要な課題が UJC の自己収益向上にあり、その達成の

ために UJC の現在の活動を見直すことが必要であることを理解したことにある。すなわち、

今後の JICA 側予算が漸減していくという前提のもと、UJC を維持していくためには UJC の

自己収益を上げていく以外に方策はないという点を、ウズベキスタン側もようやく理解した

ものである。 
 もとより、JICA 側としても非現実的な要求をするつもりはなく、例えば現在 JICA が負担

しているローカルコスト負担をすべて UJC の自己収益で賄うことが不可能ことは十分に承

知している。そのため、UJC スタッフとの具体的な協議の場においては、JICA 側ローカル

コスト負担の2009年実績値を示しながら、同金額の30％、金額にして年間約10万ドル弱を

UJC 自己収益に振り替えていくこと、しかもそれを本プロジェクトの５年間で達成するこ

とを提案した。30％の根拠は、2009年実績値の内訳のうち、日本語コース、相互理解及び障

害者 IT コースの運営に必要な経費（各コースに携わるスタッフの人件費を含む）の合計額

が実績値合計のまさに30％を占めていたことによる。ただし、UJC スタッフ側にも説明した

が、スタッフの人件費負担を担当コースごとに変えることは現実的ではなく、そのため30％

という目標値は設定しつつも、UJC の活動全体を見直すなかでどこから収益を増やし、何

を節約するのかを総合的に見直す必要がある。この目標値が妥当か否かは、これから日本人

専門家及び UJC スタッフが試算を行うことになっているため、その結果を確認したうえで

PDM 案に反映させることとするが、少なくとも調査団が UJC スタッフと協議した際の先方

の反応から推測するに、あながち非現実的な目標ではないのではないかと感じている。実際、

日本語コースのみを対象に日本人専門家が独立採算制の可能性について試算したところ、妥

当な範囲で受講料を値上げすることにより、日本語コースの運営経費はすべて同受講料収入

によって賄うことができることが明らかになっている。 
 
（２）採算性向上と質の維持 

 ハビブラエフ局長は、協議の席上、自己収益向上の必要性は認めながらも、UJC の行う

活動の質を低下させることに対しては懸念を表明している。JICA 側としても、これまで 10

年に及ぶ実績を通して培ってきた UJC に対するウズベキスタン社会からの高い評判は、今

後とも維持・発展させていきたいと考えている。特にビジネスコースに関しては、PMP
（Professional Management Program）コースがウズベキスタン国内では MBA にも匹敵する高

い評価と評判を得ており、本プロジェクトにおいてはこの PMP の価値を一層高めながら、

あわせて巡回方式によるビジネスコースの地方展開にも注力していく計画である。 
 ただし、日本語コースに関しては国際交流基金からの専門家派遣が終了してしまうため、

ボランティア派遣によってネイティブの確保は維持されるものの、必ず従来と同様の活動内

容を維持できるかは不明である。また、ローカルコスト負担とは別に、毎年 JICA 予算によ

って日本語教材を UJC に供与してきているが、これは国際交流基金の教材支援事業に移管

する予定でいる。ただし、同事業は年間５万円という上限額が定められているため、UJC
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が申請するにあたっては、ウズベキスタン国内で同様に申請を行っている他の大学等機関と

十分に調整のうえ、重複のない効率的な計画が必要となる。幸い、UJC は実質的な日本語

教師会の事務局的存在となっていることから、こうした調整は決して難しいことではないと

考えられる。 
 一方、相互理解に関しては、UJC は他のどの日本センターよりも活発にイベントや事業

を実施しているが、全体の採算性を勘案した際、場合によっては事業やイベントの選択と集

中が必要になる可能性がある。障害者 IT コースについても同様のことがいえるが、ウズベ

キスタン国内や本邦からの支援者を探し、たとえわずかであってもイベントや事業の経費に

充てるような努力が必要になってくるだろう。実際、2010年に開催される盆踊り大会は、

UJC のみならず在ウズベキスタン日本大使館及び日本人会が共催となる予定である。我が

国とウズベキスタンとの相互理解という広い視野に立てば、JICA の予算もしくは UJC の自

己収益のみで運営するのではなく、オール・ジャパンの活動として幅広いサポーターを探す

努力が必要である。 
 

（３）ブハラ分室の扱い 
 今回の調査では、ブハラ分室を将来的にブハラ国立大学に移管するなどによって実質的に

閉鎖することを、ハビブラエフ局長に提案した。しかしながら、ブハラに UJC の分室を設

置することはカリモフ大統領の指示に基づくものであり、そうした経緯がある以上、ブハラ

分室から UJC の看板を取り去ることは不可能であるとするのが、先方の明確な立場であっ

た。 
 ブハラ分室では、実態としてブハラ国立大学の学生に対する日本語教育もしくは日本文化

紹介が行われているのみといってよく、また、本プロジェクトにおいては各地方の CCI 支

部と共同することにより、巡回方式でビジネスコースの地方展開を図る計画であることから、

ビジネスコースの実施に関しても今後ともブハラ分室に期待する役割は決して大きなもので

はない。そのため、JICA 側としてはブハラ分室の閉鎖が も合理的な方針であると考えた

ものである。 
 しかしながら、ウズベキスタンにおける大統領令は絶対的な権威を持ち、これを変更する

ことは決して容易なことではないことも事実である。そのため、問題の先送りのような形に

はなるものの、本プロジェクトへの準備及び本プロジェクトそのものを実施するなかで、ブ

ハラ分室の扱い及び活用方策を検討していかざるを得ないと考える。 
 
 







１．M/M（英・露）  
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聴取調査記録 

日時・場所 2010 年５月 11 日、10:00～10:45、JICA 事務所 
面談相手 江尻所長、戸塚次長、杉本氏、米田 UJC 所長、木村氏 
調査団 森、水野、寺尾（調査団） 

 
森団長から以下の説明がなされた。 
・今回の調査は（計画策定の）前提条件を整理するところまで行う。４本柱は引き続き実施して

もらうが、日本語と相互理解事業については、これまでのような形で JICA が実施主体となる

ことはない。交流基金がやれることは JICA はやらない。 
・障害者向け IT はビジネスコースに含めず単独事業として扱う。 
・在外事業強化費は終了年に向かい漸減する。PDM 活動６は、固定費と変動費に分けて判断す

る。できないことを求めるようなことはしない。試算（シミュレーション）により、（収益向

上や事業の縮小の）実施可能な部分を探る。 後には、何割かの JICA 経費負担部分が残ると

思う。ベトナムやラオスでは、20～30％が残る見通し。 
・UJC 定款によれば、活動収益を一番目の財源としている。この原則に戻るべきである。M/M

の内容として、案件名の変更、活動収益を主たる財源とすること等を予定する。 
 
江尻所長から次の説明があった。 
・障害者向け IT の実施について、アジア開発銀行から JFPR を通した事業連携の申し込みがあ

った。事業内容からして広報効果が高いこと、また対象分野も中小企業セクターであること

から、高い関心が寄せられた。 
 

日時・場所 2010 年５月 12 日、10:00～11:30、UJC 
面談相手 Gulmira IBRAGIMOVA 
調査団 調査団３名、杉本氏、米田氏、木村氏同席 

 
森団長から事業収入を増やさなければならない理由について、また寺尾から事業別会計を導入す

る必要性について説明がなされた。 
・センター会計の支出を事業別に分けることを了承する。2010 年１月に遡って支出の分類を試

みる。 
・会計の決算は４半期ごとに行っている。スム建て口座の残金がゼロまたは若干のプラスになる

ような決算である。損益計算と貸借表を作成している。センター会計で購入した備品（ブハ

ラ分室に多いとのこと）については減価償却を行っている。JICA の備品は、プロジェクト終

了時に引き渡されることになるので、それまでは未記帳。 
・給与財源を JICA 予算からセンター会計に移行させる件について。スタッフを全員入れ替えな

いと不可能である。すなわち次の５年間では無理。予算に不足が生じればスム払いで対応す

ることはできる。ただし一部である。一人当たり 100 ドル（注：月額と思われるが未確認）

を補う程度か。 
・NPO など公益法人は法務省の監査オフィスの監督下にある。この機関は NPO をよく観察して

いる。収益が増えているのに支出が増えていないなど、収支均衡に不自然なところがあり、

２．面談記録 
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何か問題があれば、ライセンスを取り消される。給与全額をセンターで払うと、体力以上の

支出を示すことになる。国に出している報告書には、JICA の投入を記載していない。 
・センターの収入源は、ロビーで提供しているインターネット料金（課税）、出版書籍の売上げ

（免税）、教育研修コースの収入（免税）に分類できる。これ以外で商売することは定款で禁

じられている。収入を増やす際に、免税事業かどうか留意する必要がある。 
・自分は PMP６期生である。フェーズ２のビジネスプランを作成した。採算ラインを検討した

結果、PMP は 1,500 ドル、日本語は 600 ドルの料金が必要と試算した。それを見て、当時の

所長は、UJC は商売をするところではないと言った。 
・ハビブラエフ局長は UJC のビジネスコース研修料金は一番安いと言っているが、これ以上の

値上げ（注：2010 年当初に 20％値上げ済み）は難しいと思う。受講生の状況を見ると、さら

なる値上げはできないのでは。 
・ブハラ分室は継続したい。開所の時に結構な投資をしている。活動内容も重要なことを行って

いる。 
・D コースの参加員数が近年低調であることについて。地方に合ったビジネスコースを計画しな

ければならないと思う。 
・日本語コースの段階的値上げは可能と考える。文化交流の有料化も必要である。本邦調達資材

についても対策を検討する。 
・名古屋大ウズベキスタン事務所（注：国際化拠点整備事業グローバル 30 の一環として設置さ

れる事務所を指すか）が 14 日に開所する。何か良いビジネスアイディアがあるか考えていき

たい。 
 

日時・場所 2010 年５月 12 日、14:30～16:15、UJC 
面談相手 Gulmira I., Kamola A., Gulnora T., Rano S.（各事業の主担当者） 
調査団 調査団３名、杉本氏、米田氏、木村氏同席 

 
森団長から、新プロジェクトの基本方針について、次の説明があった。 
・JICA 負担予算の漸減 
・ビジネスコースへの投入はそのまま 
・日本語は、専門家に替えボランティアを派遣 
・相互理解へのボランティア派遣は続行 
・日本語、相互理解事業、IT への予算支援が少なくなるので、センター活動収益を増加させる

ことにより対応することになる。 
・非収益事業も努力が必要。コストを節減すること。 
 
寺尾から、配付資料３件に基づいて、事業別会計の現況（2009 年）、事業別会計を導入する必要

性、新プロジェクトの PDM 案への事業別会計の導入の反映について説明がなされた。 
 
グルミラ女史から、ビジネスコース日本人講師の員数について、現状は 40％が日本人講師で、

これがビジネスコースの評価が高い理由であること、現地講師は他の機関でも講義を持つこと、

日本人講師は UJC だけであることから、日本人講師が減ると評価が落ちるとの懸念が表明され
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た。また、現に収入を上げている日本語コースがなぜ自立採算を要求される事業に含まれている

のか質問があった。 
 
森団長から JICA 予算の減少について追加の説明がなされた。 
・JICA 予算が減ると言いつつも、いくら減るのか具体的な話をまだしていない。毎年予算が決

まるので、今後５年間にどの程度の予算になるのか、今の段階では言えない状況がある。 
・ただし、仮の目標を定めることはできる。これにより減額の見通しと減額への対応を今でも検

討することができる。日本語、相互理解事業、IT の３事業の支出は全体の 30％（注：共通費

配分前）である。PDM 案の活動 7-1、8-1 及び ９ は、 終的にはこの 30％がなくなることを

示している。 
・グルミラ女史の質問に対する回答：収支を評価する時は事業ごとではなく全体で見ることにな

る。すなわち配布資料 “Cost and Income of UJC” の在外事業強化費の事業別内訳表でいうと、

その列欄（事業）ではなく、行欄（支出費目）に注目して財務管理を行うことになる。 
 
米田所長から、中間評価時点で、その時点での実績を踏まえて、PDM の見直しを行うべきとの

指摘があった。 
 

日時・場所 2010 年５月 12 日、16:30～17:30、UJC 
面談相手 Gulnora TADJIBAEVA（ビジネスコースの主担当者） 
調査団 調査団３名、杉本氏、米田氏 

 
日本人講師の体制 
・現行の日本人講師５人を３人に減員する。例えば、藤田精一氏（注：収益性分析の担当）が退

任を迎える。同氏の講義資料の翻訳など、現地講師との交代の準備は進んでいる。PMP16
（2010 年 12 月開始）から新体制で臨む。 

 
ビジネスコースの実践性向上 
・新任の日本人講師に対して、市場・一般店舗・スーパーの見学などを含むブリーフィングを行

うようにしている。３日間ほどの事前日数が得られればよい。月曜日に講義が始まるなら、

金曜日に離日するなど。 
・ウズベキスタンのビジネス環境を説明する講義は１～２科目ある。いずれも現地講師担当の科

目である。また、B コースに企業訪問が含まれている。関心分野が同じなので、企業訪問が可

能。PMP では状況が異なる。（注：PMP ではグループ別にビジネスプランを作成することが主

な目的となっている。目指すプランの内容により分野が異なることを指すと思われる） 
 
経営塾の構想 
・去る４月に A クラブでフォーラムが開催され、議論のテーマとして 10 件の主題が取り上げら

れた。A クラブは毎月１回会議を持っている。UJC からはコーディネーターが参加しており、

活動をモニターしている。経営塾の考えと A クラブの活動の類似性は高い。その意味で経営

塾は実施可能であると思う。 
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・A クラブの行うチャリティーやジョブフェア等に対して、UJC の JICA 予算から補助金を出し

ている。A クラブには法人格がなく会費徴収ができない。法人格を得ることが大きな課題とな

っている。 
 
商工会議所（CCI）との連携 
・当初段階にビジネスコース広報のために CCI にコンタクトした。会員企業のデータベースを

持っているが、企業にコンタクトする上で役立たなかった。電話などコンタクトアドレスが

使えなかった。登録されていた住所に赴いても、そのような企業は存在していなかった。BAS
プログラムも同様である。コンサルタントリストは使えない。200 人の内、一人だけコンタク

トできた。CCI 地方支部のコンサルタントリストも同様で役立たない。 
・以上のような状況ではあるが、CCI は（中小企業支援のための）唯一の政府機関であるから、

何らかの協調を継続的に実施すべきと考える。 
・CCI から有料研修を受託するのは難しい。無料であれば可能。PMP９を実施した折に CCI の

全国コンテストの優勝者に無料受講を認めた。今年のサマーコース（PMP15）でも同様の無料

受講の優遇を与える予定。 
 
SV との連携 
・受講生や修了生は日本人の専門家による経営コンサルテーションを常に求めている。ビジネス

コースの日本人講師は時間の許す限りこれに応じている。（元 SV の池田氏が実施したような

経営指導に対する）極めて強い需要がある。 
 
コース料金の値上げ 
・ 近行った研修料の値上げか応募方法の変更かいずれが原因かわからないが、PMP 昼間（A-

１）コースへの応募者が減った。その結果、現在実施している昼間コースの受講生は 22 名で

ある（注：定員 35 名）。夜間コースにはそのような影響は出ていない。次回の公募では、昼

間コース対策を講じる必要がある。例えば、昼間コースを JMP で代替するなど。 
 
カウンターパートの配置 
・会計担当者について。会計に専念できる担当者の追加配置が必要である。グルミラ女史によれ

ば共同所長関連の業務、出納、会計など、業務量が限界にきており、教室での集金や報告書

の作成などを事業の担当者に分配している現状があるとのこと。もう一人バイリンガルなカ

ウンターパートが必要である。 
・ただ、ハビブラエフ局長は会計の増員を認めず、グルミラ女史単独で会計事務を担当すること

を望んでいる。 
 

日時・場所 2010 年５月 13 日、10:00～11:00、UJC 
面談相手 Rano SHAMAKHMUDOVA（相互理解事業の主担当者） 
調査団 調査団３名、米田氏 
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事業の有料化について 
・ソ連時代から児童館はある。独立採算のところと政府補助を受けているところと両方ある。他

に課外授業を行う有料の塾もある。児童館と UJC は互いに協力している。天体望遠鏡自作の

イベントの際には子供を集める際に協力を得た。UJC からは折り紙の出張教室を行っている。 
・有料体制にはまだ不慣れではあるが、リピーターが多いこともあり、事情をわかってもらえれ

ば理解を得られると思う。これは対象者が成人のイベントの場合である。年少者が対象の場

合は有料化は難しい。 
・有料化を行うには、NPO のライセンスの条件を満たすことが必要。法務省の監査機関に報告

書を定期的に提出している。 
・生け花、茶道及び上級折り紙については、2009年から有料化を行っている。スタッフの会議で

料金を決めた。花代などの原価をベースにして検討した。例えば原価の50％を料金にするな

ど。日本人会員に対しては高めに設定。ドタール教室は無料。人数が常時は５人程度と少な

いため。 
 
コスト節減について 
・2009 年から練習用の折り紙はタシケントで調達している。日本製の折り紙専用紙を使うのは、

折り紙コンテストの時だけにしている。 
・相互理解事業でお金がかかるものは、和服の購入と浴衣・半被のクリーニング代。（注：他に

カレンダーの設計料も挙げられる） 
 
ブハラ分室について 
・外国資本の企業はタシケントに集中している。地方都市には外国系の企業はほとんど見られな

い。（注：外資系企業や国際的な援助機関などでの昇進と資格の関係から、ビジネス研修の必

要性が指摘されたと思われる。タシケントと地方都市の違いとして、他に情報技術・メディ

ア・通信・コンサルティング等のサービス分野の企業数があると考える） 
・2010 年５月 12 日付の政府系全国日刊紙「プラウダ・ボストーク」に、UJC ブハラ分室の記事

が掲載された。見出しは「日本が近くなった」である。また、去る３月にブハラ分室は開所

３周年を迎え、TV で報道された。 
 

日時・場所 2010 年５月 13 日、11:30～12:30、UJC 
面談相手 Kamola AZIZOVA（日本語コースの主担当者）、立間専門家 
調査団 調査団３名、米田氏 

 
以下は立間専門家による回答。 
 
JICA 本部に調達を依頼している教材 
・年２回に分けて計 50 万円程度の教材を購入している。基金の補助を得ることもできるが年間

５万円程度。その金額では学習者の分が買えなくなる。コピーして使うことになる。近年日

本語の教授法が進歩しており新版がどんどん出る。東洋大学の先生達も UJC の資料を閲覧に

来る。 
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・基金の教材補助金（５万円）は一国内の複数機関から申請できる。日本語教育機関が手分けし

て教材を購入し互いにシェアすることで、資金不足を補えるかもしれない。 
 
授業料 
・授業料を180ドルに上げた場合の試算結果によれば、現在の学習者が残ると考えた場合、収入

は63,000ドル程度になる。今までの料金は孔子学院よりも安かった。また、ゲーテ学院は、

医療留学に道が開かれているが、UJC よりも３倍ほど高い。 
・毎年１月と９月に募集。前回の１月は７倍の応募率であった。その前は 2.5 倍であった。増え

た理由はわからないが、2009 年の日本留学フェアの影響があるかもしれない。 
 
教育拠点としての機能 
・専門家派遣が終了した後の日本語教育の相談相手として、JOCV 事務局に配置されている先生

がいる。相談事があればメールで聞くことになる。そのような体制は存在する。ただし現場

にいる人といない人の違いはある。そのため教師支援の水準は落ちると考えなければならな

い。 
・日本語教師会は 50 人程度。事務局は UJC に設けられている。会長と副会長（協力隊員）は

UJC 外部の人が当たっている。現在の役員はきちんと仕事をしている。この２年間を仕事を

移管してきた。 
・例えば日本語検定試験。200 人程度受験（中央アジアで も学習者数が多い。１級受験者は約

20 人）。専門家がいなくとも試験の実施体制は完全である。 
 
ブハラ分室 
・日本語コースは定員を満たしている。現在の日本語コースの学習者はブハラ大学英語学科の学

生である。近い将来日本語講座が新設されるといわれているのは、この英語学科である。 
・ブハラ分室の日本語コースが大学の新講座に吸収されるとすれば、それは日本語学習あるいは

教員養成のいずれから見てもよいことであると思う。冬季は 19 時以降になると公共のバスが

運行しないなど、分室の日本語コースには、全面的な教育の実施が難しい状況がある。 
・ちなみに、サマルカンド大学の日本語教育は、第二外語から第一外語に昇格した。学習者数が

100 人程度に増えたからといわれる。 
 

日時・場所 2010 年５月 13 日、16:00～17:00、JETRO タシケント事務所 
面談相手 末廣徹氏・JETRO タシケント事務所長 
調査団 調査団３名、杉本氏 

 
末廣氏は 2010 年３月上旬に赴任。 
 
A クラブのネットワークへの参加 
・JETRO としては、日本企業とのビジネスマッチングの促進が第一の仕事。先月、日本企業が

JETRO を訪ねてきた事例を二つ。一つは、中国に投資して得た利益があり、日本に送金する

ことが難しいことから、これを中国企業とウズベキスタンの企業との連携に再投資する可能
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性を探るという例があった。もう一つは、ロシア市場を目指す例で、直接投資を行うのは難

しい状況がある（注：企業進出の障壁となる条件が多い）ので、ウズベキスタンを橋頭堡と

して進出できないか検討する例。なお一般状況として、ウズベキスタンは人件費は安いが、

大掛かりな投資ができないなどの条件を持つ。 
・A クラブの同窓会組織は、人材バンクとして、あるいは各種企業の情報ソースとして活用でき

ると見込まれるので、JETRO としてもネットワークへの参加は本来の仕事になる。是非参加

したい。同窓会も業種セクター別にできると、活用の程度が高まるように思われる。 
 
日本の産業技術情報の提供 
・紡織機械などの日本の中古品のウズベキスタンへの輸出チャンスは、多々あるように見える

（注：新品機械の少量輸出は、製品の保証体制を取るのが難しいなど、メーカーが尻ごみす

る例が多いことが念頭にあると思われる）。ただし障壁は多い。一つは輸入規制。中古品は規

制品目の一つである。またロシアの規格である GOST 認証を取得しないと輸入できないが、

認証には数か月かかるなど。 
・日本の産業技術情報の提供は JETRO の本来業務なので喜んで協力する。 
 

日時・場所 2010 年５月 14 日、09:30～10:30、UJC 
面談相手 芹沢氏・CCI 担当のシニアボランティア 
調査団 調査団３名、米田氏 

 
芹沢氏は 2010 年の年初に赴任。カイゼンを目的として情報技術分野の活動を行っている。ネッ

トによる遠隔教育“e-learning”や情報共有の支援など。 
 

近の CCI の活動状況 
・４拠点（カシカンダリア、カラカルパクスタン、シルダリア、アンディジャン）に教育センタ

ーが置かれ、ドイツのボランティアが配属されている。 
・全国約 200 箇所に置かれた“Informative Consultant Center”を 40 箇所に整理すること、特別な通

信端末を持つ情報キオスクを新たに置き、情報提供の他に支払いなども可能にすること

（UNDP 支援）、ISO9000 の取得を目指していること等が見受けられる。 
・韓国との交流が盛んである。２ヵ月間の留学など。 
・SME に対する legal な支援が多い（注：訴訟などの紛争に対する CCI の支援や調停を指すもの

と思われる。2009 年の年報によれば、法制度面での支援件数は多い）。 
・CCI のコンサルタント研修の事例として、GTZ によるクリーンエネルギーのセミナー実施

（全国から約 30 人が参加）がある。 
・官民パートナーシップ（PPP）事業の一つとして、７月に“Cold Store Plan”が開催される（注：

CCI の他に、援助機関や NGO が関与している。詳細不明）。 
・現在の CCI は、Top-Down 方式が顕著。すべての業務の意思決定が会長に集中している。これ

では仕事にならない。中間管理職の育成が必要な状況。 
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日時・場所 2010 年５月 14 日、11:00～12:00、CCI 本部 
面談相手 Alisher Shaykhov 氏（CCI 会長）、芹沢氏他１名 
調査団 調査団３名、米田氏、杉本氏 

 
2010 年２月に UJC 終了時評価調査団が CCI を訪問している。それ以降の状況として、CCI 会長

から以下の説明があった。 
・UNDP や GTZ などの国際援助機関からの支援を受け入れている。 
・一村一品運動などの分野での日本の経験に関心を持つ（アラル海の貝殻を利用した貝細工を例

として説明）。手工芸品や観光産業など地方開発の促進に向けた地域産業の振興への CCI の取

り組みの現況。 
 
森団長から、UJC に対する５ヵ年間の新プロジェクトが実施されること、ビジネス研修の地方

展開に重点の一つが置かれること、しかしながら UJC は地方での経験が少なくまた人的リソー

スも限定されていること、そのため CCI のネットワークを利用する一方で CCI コンサルタント

の研修受入れなど双方に利益が生じる win-win の関係を構築したいと考えていることなどの説明

がなされた。 
 
CCI 会長から次の説明があった。 
・地方の農業経営体（ウズベキスタンでは中小企業として登録される）に対する研修を行ってい

る。園芸作物の病害虫ガイドブック作成や協同組合の組織化などの支援も進めている。 
・58 の district と CCI 本部の間がリンクされている（注：芹沢氏とのインタビューに出てくる情

報キオスクを指すか）。来年には 200 箇所を超す予定である。 
・各種の研修に必要な講師の育成が求められている。講師研修に UJC の支援がほしい。 
 

以上 
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ウズベキスタン国「日本人材開発センタープロジェクト」運営指導調査 
調査項目及び対処方針 

調査項目 過去の調査結果、現状、および課題 対処方針 調査・協議結果 

 

 

I  全体方針 

1. 次期案件「ウズベ

キスタン日本人材開

発センター・ビジネ

ス人材育成プロジェ

クト」に関する基本

コンセプトの確認

（含む、案件名、期

間） 

 

（対経省、UJC（専

門家、現地スタッフ） 
JICA 事務所、大使館） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(1)カウンターパート機関との協議 

2010年 2月に実施した終了時評価調査にお

いて、対外経済関係・貿易・投資省（対経

省）ハビブラエフ局長（UJC 共同所長）に

対し、「ビジネスコース中心」「予算の縮減

見込みに伴う活動の選択と集中」という方

針を伝えている。先方の反応は、一定の理

解を示しつつ、総じてネガティブであり、

了解を得たとは言い難い。 

 

 

 

 

 

(2) UJC 内での協議 

次期案件のコンセプトについて、現地スタ

ッフとの意見交換はこれまで行っていな

い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 案件名 

和文： 

ウズベキスタン日本人材開発センター・ビ

ジネス人材育成プロジェクト 

英文： 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1)調査団の冒頭に、改めて、日本側の基本方針

を説明し、合意を得る。その際、日本大使館・

JICA 事務所も一体となり、JICA の技協としては

縮小するように見えるが、文化交流分野のボラ

ンティアをはじめ、その他の投入により UJC を

支えていくことを明示し、先方の理解を求める

必要がある。 

また、事業の選択と集中を行う上で、ウズベキ

スタンの経済開発のために UJC が果たすべき役

割について、意見を聴取する。 

 

 

 

 

(2) 次項の PDM、PO 案の議論（ワークショップ）

の前提として、次期案件のコンセプト（「UJC＝

JICA プロジェクト」ではないこと、自立発展（自

立採算）に向けた事業の効率化等の取り組みが

必要であること等）について、現地スタッフに

説明する。特に日本語・相互理解・IT の収支改

善に伴う事業縮小の可能性について、現地スタ

ッフの離職を誘発することのないよう留意す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

(3) 下記、英文案件名の要請書からの変更につ

いて、基本方針の説明とあわせて、対経省の了

解を得る。 

 

（変更案）Capacity Development of Business 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(1) 対外経済関係・貿易・投資

省ハビブラエフ局長に対し、ポ

ストフェーズ２の基本方針（ビ

ジネス人材育成を中心に据え

た技術協力プロジェクトとし、

その他日本語、相互理解、障害

者 IT の 3 事業についてはボラ

ンティアベースで実施するこ

と等）について説明し、基本合

意を得た。また、JICA 予算の漸

減の中、活動の選択と集中を行

う必要があり、UJC として収益

を拡大することの必要性につ

いて説明したところ、先方から

理解を得た。 

 

(2)UJC 内のスタッフに対し、

JICA 予算が漸減すること、その

ため活動の選択と集中を図り

必要経費の削減による収支改

善を図る必要があることにつ

いて説明し、理解を得た。具体

的には、JICA 側ローカルコスト

負担の 30％（日本語、相互理解

および IT の実施経費判明分の

総額が占める割合）の財源を

UJC の自己収益に振り替えてい

くといったような目標の立て

方があることを調査団より示

した。また、事業毎の独立採算

と収支状況の把握を行うため、

事業別会計の導入を提案した

ところ、関係者から基本合意を

得た（但し、セクション担当者

からは、会計支援要員を雇用す

るようリクエスト有り）。特に、

NPO 法人会計担当であるグルミ

ラ氏からは、今年 1 月に遡って

事業別会計の試験的導入を図

るとの回答を得た。 

 

(3) プロジェクト名の変更につ

いて提案したところ、当方提案

のとおり変更することで合意

し、M/M にて確認した。 

[変更名称（合意済み）] 

基本方針（案） 

●日ウ共同所長体制による NPO として活動を継続する。 

●PMP コースを中心とするビジネスコースの提供を通じ、ウズベキスタンの市場経

済化を担う中小企業人材を育成する。PMP コースは、より内容の実践性を高め、

現地講師化を促進する。 

●PMP 修了生のフォローアップと人材ネットワークの強化を目指すコース、及び、

地方都市において経営管理の基礎知識を発信するコースを、既存のコースの再編

により、提供する。これらのコース提供にあたり、関係機関との連携を強化し、

ウズベキスタン国内への定着を目指す。 

●日本語コース、相互理解促進事業及び障害者 IT コースは、プロジェクト終了ま

でに、UJC が自己収入によって自立的に実施できる体制を目指す。 

４．調査項目及び対処方針（結果）
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ウズベキスタン国「日本人材開発センタープロジェクト」運営指導調査 
調査項目及び対処方針 

調査項目 過去の調査結果、現状、および課題 対処方針 調査・協議結果 

 

 

（要請書）The Uzbekistan-Japan Center

for Human Development 

 

 

(4) プロジェクト期間 

要請書は 5 年間のプロジェクトとなって

おり、その点についてこれまで特に議論

は行っていない。 

Persons through Uzbekistan-Japan Center for 

Human Development 

 

 

(4) 要請書どおり、5年間とする。 

 

Capacity Development of 

Business Persons through 

Uzbekistan-Japan Center for 

Human Development 

 

(4) 5 年間とすることで合意し、

M/M にて確認した。 

2. 「ウズベキスタン

日本人材開発センタ

ー・ビジネス人材育

成プロジェクト」の

目標・成果・活動の

設定 
（UJC、JICA 事務所） 

(1)PDM 案を参照 
 

(1)-1.次期案件の目標・成果の設定について、聞

き取り調査及び UJC 関係者（現地スタッフ含

む）の参加によるワークショップを行う。 
(1)-2.ワークショップを踏まえ、PDM 案を修正す

る。 
(1)-3.調査団の終盤に、対経省に PDM 案、PO 案

を説明・意見交換を行い、結果を反映する。 
 

(1)本調査開始前に日本人関係

者と相談の結果、UJC 現地職員

の発言をより促すため、ワーク

ショップ形式ではなく、個別イ

ンタビューにより意見聴取を

行った。右インタビュー等、今

次調査の結果を踏まえ、別添５

のとおり PDM 案を作成した。

なお、2 度目のアポイント取り

付けが叶わず、対経省へのPDM
案提示は行えなかったところ、

6月に実施するJCCの機会を捉

え、現地サイドで対経省とPDM
の協議・調整を予定。 

３．投入・費用分担

の確認 

（対経省、UJC（専門

家、現地スタッフ）、

JICA 事務所） 
 

(1) ウズベキスタン

側 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) センター収入・

支出 

 

 

 

 

 

(1)ウズベキスタン側投入の維持の確認 

【フェーズ 2】 

ア．施設の無償提供（タシケント、ブハラ）

イ．共益費 

ウ．カウンターパートの配置（共同所長、

会計兼調整員） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)自立採算に向けた取り組み 

採算を意識した事業運営は、これまで行っ

ていない。次期案件終了までに、完全な自

立採算はほぼ不可能であるが、UJC の自立

発展的な運営を目指して、意識を変えてい

く必要がある。 

ただし、収入を事業費として支出する際に

は、単に金額のバランスのみではなく、財

務会計上の技術的な課題もある点に、留意

が必要である。 

 

 

 

 

 

(1)-1. 

対経省に対し、次期案件においてもフェーズ 2

と同様の投入が維持されることを確認する。 

※ブハラ分室については、別途ブハラ国立大学

への確認が必要。 

(1)-2. 

共益費（ビルの管理費、光熱水費）は、フェー

ズ 2 においては見返り資金が充当されているの

で、次期案件での見込みについて、大使館とも

相談する。 

 

 

 

 

 

(2)-1. 

収入を運営経費として支出する際に想定される

課題を洗い出し、対応方法を検討する。会計担

当者等からの聞き取り、日本側関係者で議論の

後、対経省に相談する。 

具体的に想定されているのは以下のとおり。 

①法人口座（収入口座）からの支出は、銀行振

り込みのみ可 

②現地スタッフ給与の支払い方法 

 

 

 

 

(2)-2. 

採算を意識した事業運営を行うために、事業別

会計の導入について、UJC 専門家に方法を相談す

る。 

 
 
 
 
 
(1)-1 
対経省からは、次期案件につい

ても引き続き現在と同様の投

入（施設の提供及び光熱費の支

弁）が維持されることを、局長

から口頭で確認した。 
(1)-2. 

大使館の見解によると、見返り

資金（残額想定 8 千万円超）の

使途協議については、ポストフ

ェーズ２に変わる際に再度必

要とのことであるが、ウズベク

側から使途協議申請があり次

第対応いただく旨確認した。→

R/D署名時に対経省に対してリ

マインドする必要あり。 
 
(2)-1. 

現在 NPO 法人会計において

は、スム建て口座の残金がゼロ

もしくは若干のプラスになる

ような決算となっている。現地

スタッフに対する給与支給を、

現行の JICA 予算からセンター

会計に移した場合、センター会

計が急増し監査から目をつけ

られかねず、事業の実施に支障

となりかねないか懸念される。

但し、小額であれば JICA 財源

が縮減された分のスム払いは

支出可能との由。引き続き検討

課題。 
(2)-2. 

事業別会計の導入については、

今年 1月にさかのぼり試験的に

導入を実施することは可能と

の言質を得た。 

基本方針（案） 

JICA 予算からの運営費支出を極力減らし、収入口座からの支出割合を増加させる。 
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ウズベキスタン国「日本人材開発センタープロジェクト」運営指導調査 
調査項目及び対処方針 

調査項目 過去の調査結果、現状、および課題 対処方針 調査・協議結果 

 

 

 

(2)-3. 

上記 2 点をクリアにした上で、収支のシミュレ

ーションの方法について、UJC 専門家と相談す

る。※MM・RD 署名までにシミュレーションを実

施し、プロジェクト終了後の妥当な目標値を設

定する。 

(2)-3. 

木村調整員及び NPO 法人会計

担当のグルミラ氏によって作

成いただく予定。 

Ⅱ  個別課題の検討 

４．UJC の組織運営 

（UJC（専門家、現地

スタッフ）、JICA 事務

所） 

 

 

 

 

(1) 組織体制 

各セクションでマネージャーを担う現地ス

タッフがすでに育成されており、終了時評

価において、仕上げの技術移転と現地人材

主体の組織体制への改編を提言した。 

実際に、次期案件開始時点より、半常駐の

ビジネスコース運営管理専門家、及び、日

本語教育の長期専門家は不在となることを

前提に、準備が行われている。 

一方、次期案件終了までにどこまで運営主

体を現地化できるかについては見通しが立

っておらず、この点に関する活動は PDM 現

行案には含めていない。 

 

 

 

 

 

(1)-1. 

次期案件中に、組織体制のさらなる現地化を進

めるための目標設定、及び、活動内容の設定が

可能かどうか、主に UJC 専門家と協議する。 

具体的には、共同所長体制からウズベキスタン

側所長体制へと移行していく可能性、また、日

本側の長期専門家の投入（日本側共同所長 1名、

業務調整員 1名）を減少させる可能性など。 

 

(1)-2. 

専門家から現地スタッフへの権限移譲に関連し

て、何か解決すべき課題等があるか、現地スタ

ッフ（マネージャークラス）へのインタビュー

により、確認する。 

 

 
 
 
 
 
(1)  
各セクションのマネージャ

ーはすでに育成されているが、

組織運営全般におけるマネー

ジャーが不在であるため、今後

の体制強化については引き続

き検討課題となっている。 
なお、次期案件において、現

地講師の育成を行う必要性及

び重要性について、UJC 現地職

員と認識を共有した。今後PDM
案を作成する段階でどのよう

に入れ込むかを検討する 

５．ビジネスコース 

（UJC（専門家、現地

スタッフ）、JICA 事務

所） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1)コース編成 

基本方針レベルで関係者間での合意がとれ

ていることを前提に、次期案件での具体的

なコース内容、投入について確認する必要

がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (1)-1. 

PMP コースの一部科目の現地講師化について、内

容と方法を協議する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(1)-1. 

現地講師化（現地講師の育

成）の必要性にかかる認識につ

いて UJC スタッフと共有した

が、日本センターである以上、

「日本」のプレゼンスをどこか

で示すことも重要であり、日本

センターとしての特徴を示す

科目については従来どおり日

本人専門家による対応とすべ

きとの意見があった（UJC のビ

ジネスコースの評価が高いの

は日本人講師によるものが大

きいとの意見）。 

 今後は現行の日本人講師5名

を 3 名に減員する予定（すでに

現地講師に引継ぎ済み）。 

 

 

基本方針（案） 

（１．から抜粋） 

●PMP コースを中心とするビジネスコースの提供を通じ、ウズベキスタンの市場

経済化を担う中小企業人材を育成する。PMP コースは、より内容の実践性を高

め、現地講師化を促進する。 

●PMP 修了生のフォローアップと人材ネットワークの強化を目指すコース、及

び、地方都市において経営管理の基礎知識を発信するコースを、既存のコー

スの再編により、提供する。これらのコース提供にあたり、関係機関との連

携を強化し、ウズベキスタン国内への定着を目指す。 

※２．(1)-1.の PDM に沿った議論と重複する。以下は主な論点として想定。 

基本方針（案） 

●次期案件への移行に向け、現地人材を主体とする組織・事業運営を、強化する。 
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(2)日本からの専門家投入について 

次案件において、日本人講師派遣と、コー

スの企画・モニタリングに関する技術的支

援をセットにして、業務実施契約（コンサ

ルタント契約）により委託する予定である。

 

(3)運営管理 

これまで、コース実績の管理、修了生の分

析や追跡調査等、モニタリングに必要な各

種データの整備・取りまとめを、JICA 評価

調査等の都合に合わせる形で、日本人主導

で行う傾向にあった。 

 

 

 

(4)他機関との連携 

自立発展性の向上のため、日ウの関係機関

との連携を案として挙げている。想定され

るウズベキスタン商工会議所（CCI）、JETRO

タシケント事務所との間で、終了時評価に

おいて意見交換は行っているが、具体的に

踏み込んだ議論は行っていない。 

 

(1)-2. 

「経営塾（仮）」の具体的設計について協議する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1)-3. 

地方都市での実施を含む短期コースの内容・頻

度等について、協議する。 

 

 

 

 

 

 

 

(2)  

企画・モニタリング等の運営管理に関連する業

務について、専門家の現地派遣期間、関わり方

等について、UJC の意見を聴取し、コンサルタン

トとの契約内容に反映させる。 

 

(3) 

左記のようなデータの整備と、それに基づくモ

ニタリング等、UJC の本来業務として実施できる

よう、運営管理体制を整える方針を確認する。

その上で、次期案件の指標として何を使用する

か、確認する。 

 

 

 

(4) 

左記関係機関との連携可能性について、UJC 内で

の議論をふまえ、各機関と協議を行う。 

(1)-2. 

PMP 修了生有志で構成される

A-Club の活動を支援する形で

「経営塾（仮）」を実施する用

意があることについて説明し

たところ、UJC スタッフより賛

同を得た。A-Club では独自にセ

ミナーやフォーラムを実施す

るなど、活発に活動を行ってい

る。調査団が提示した経営塾の

考えと、A-Club の活動は類似性

が高く、実現の期待は高い。

(1)-3. 

ブハラ分室を閉鎖することに

ついては先方からの強い反対

があり同意を得ることはでき

なかったが、ビジネスセミナー

の実施拠点として活用するこ

とは引き続き可能である。他機

関（CCI 等）との連携のもと、

ブハラ分室の活用を含めた地

方展開については、引き続き協

議を行うこととなった。 

 

(2)  

次期案件についても引き続

き業務実施契約（コンサルタン

ト契約）により調達することに

ついて、UJC 日本人スタッフと

は合意済み。 

 

(3) 

A コース研修受講者のデータ

ベース（現在 700 人以上登録）

を行っており、追跡調査やモニ

タリングに活用できる状態に

まで整備されているが、このデ

ータベースのさらなる有効活

用の方策及び運営管理体制の

確立については、引き続き協議

を行う。 

 

(4) 

JETRO 及び CCI との連携につ

いては、先方からの高いコミッ

トメントをいただいた。今後具

体的にどのような方法で連携

を図るか引き続き協議を行う。

 
(5)  
その他、A コース受講料の値

上げについては、 近 20％の値

上げを実施（500 ドル→600 ド

ル）したところ、それが原因か

どうかは不明であるものの、昼

間コースが定員割れとなった

とのことであった（ただし夜間

コースは定員を大幅に上回る

応募あり）。受講料の値上げに

あたっては、コースの実施方

法、スケジューリング等、全体

を考えて検討する必要がある。
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６．日本語コース 

（UJC（専門家、現地

スタッフ）、JICA 事務

所、大使館） 

 

 

 

 

 

(1)技術面・組織面 

・ 次期案件への移行に向け、日本語教育

専門家の派遣終了と JOCV の派遣を前

提に、新体制で実施可能なコース編成

へと、すでに改編が行われつつある。

（上級コースの統廃合など） 

【改編後のコース内容】 

 初級・中級・上級・年少 

 帰国子女 

 初級会話 

 日本語能力試験対策 

 観光ガイド通訳 

・ 日本語教師研修、弁論大会の運営など

は、日本語教師会へ移管の途上であ

る。 

・ コースの企画・モニタリングや、専門

的な内容の質問対応等、相談できる専

門家が不在となることへの不安の声

がある。 

 

 

 

 

(2)財政面 

2009 年（暦年）の収支は以下のとおり。

【収入】 

33,718 USD 

【支出】 

スタッフ給与 

（常勤講師含む） 21,538 USD 

非常勤講師謝金 22,151 USD 

備品・消耗品費  6,114 USD 

（教材含む・輸送費除く） 

他  1,234 USD 

計 51,037 USD 

 

※上記支出は JICA 負担によるもののみで

あり、NPO 口座（収入金口座）からの支出

は含まれない。よって、上記収入額をその

まま上記支出額に充当はできないことに留

意。 

 

 

 

 

 

 

(1)-1. 

日本語教師研修の機能が移管されるなど、UJC

の「日本語教育拠点」としての役割が薄れるこ

とは避けられないと考えられる。 

その上で、少しでも現状を維持するための方策

について、議論を行う。例えば、日本語弁論大

会・日本語能力検定試験の場として活用するこ

とで存在感を示す、日本語教師会の事務局機能

を UJC に誘致する、など。 

 

 

 

 

 

(1)-2. 

ウズベキスタンを管轄するモスクワのJF専門家

からの技術的な側面支援など、活用できるリソ

ースを改めて UJC に示す。 

 

(1)-3. 

専門家が減る分、日本語教育事業への大使館か

ら積極的な関与が得られることを確認する。 

 

(2)-1. 

上記基本方針に沿って、どのようにコースを段

階的に見直すのか、ワークショップ等を通じて

議論する。現地調査期間中に完了はしないと思

われるので、その後の検討スケジュールを相談

する。 

 

(2)-2. 

上記(1)-1.と同様に、自立採算以外の追加的な

予算措置が無いのであれば、コースの縮小（受

講者数の減少）、また、 新の教材購送の減少は

避けられず、「日本語教育拠点」としての存在感

が低下することが予想される。 

その上で、とり得る対策を協議する。 

 

(2)-3. 

JF「日本語普及活動助成」など、活用できるリ

ソースを改めて UJC に示す。 

 
 
 
 
 
 
(1)-1. 

日本語教師会の事務局機能

はすでに UJC 内に設置されて

いるに等しい。また、日本語能

力検定試験についても日本人

専門家が不在であっても継続

実施できる体制が整備されて

いる。なお、試験監督は JOCV
になるかと思われる（UJC 職員

は受験者になるため）。ウズベ

キスタンは、中央アジアでは日

本語学習者が も多い国との

由。また、弁論大会についても

実行委員会を設置し毎回話し

合いの機会を設けているので、

問題なく自立的にできるので

はないかと期待できる。 
(1)-2. 

モスクワの JF 専門家からの支

援について調査団側より再度

専門家に示唆したが、実際は難

しいとの難色を示した。 
(1)-3. 

日本語教育事業への大使館か

らの積極的な関与について調

査団より申し入れた。 
 
(2) 

今期から、日本語受講料をこれ

までの 100 ドルから 20％up の

120 ドルに設定しているが、今

後 5年間でさらに 180ドルまで

引き上げることで、なんとか自

立採算が可能となる試算。な

お、180 ドルという金額は、他

の語学学校と比較しても妥当

な金額との由。 
 また、NPO 口座（収入金口座）

からの支出については、NPO 法

人会計の事業別会計の導入が

図られれば、そのうちの日本語

部分（職員の 低賃金及び税

金）が明らかになるため、その

時点で日本語学習事業に当て

られている経費の総額が明確

になる予定。 
 
 
 

7. 相互理解促進事業 

（UJC（専門家、現地ス

タッフ）、JICA 事務所、

大使館） 

 

 

 

 

 

 

(1)技術面・組織面 

すでに現地スタッフによって自立的に実施

されており、財政面の投入が続く限りは、

現在の活動を維持することができる。 

 

 

 

 

 

(1)(2)-1. 

上記基本方針を念頭に、採算を意識した事業の

効率化について、議論する。 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 

すでに現地スタッフによっ

て基本的な活動は実施されて

いるとともに、ボランティアベ

基本方針（案） 

● 日本語コースは、プロジェクト終了までに、UJC が自己収入によって自立

的に実施できる体制を目指す。 

基本方針（案） 

● 相互理解促進事業は、プロジェクト終了までに、UJC が自己収入によっ

て自立的に実施できる体制を目指す。 
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【フェーズ 2での主な活動内容】 

・ 折り紙 

・ 書道 

・ けん玉 

・ 茶道 

・ ドゥタール（ウズベク楽器） 

・ DVD 上映 

・ 日本留学フェア 

・ 日本の団体との共催文化イベント（切

り絵、ギターコンサート、他） 

 

 

(2)財政面 

2009 年（暦年）の収支は以下のとおり。

【収入】 

6,524 USD（UJC 会員費等） 

【支出】 

スタッフ給与   14,901 USD 

非常勤講師謝金  2,852 USD 

備品・消耗品費  21,213 USD 

（新聞・雑誌・折り紙・他） 

雑費・手数料 3,612 USD 

他      750 USD 

計   43,337 USD 

※上記支出は JICA 負担によるもののみで

あり、NPO 口座（収入金口座）からの支出

は含まれない。よって、上記収入額をその

まま上記支出額に充当できないことに留

意。 

 

(1)(2)-2. 

経費の節減としては、左記備品・消耗品費の節

減ができないか、議論する。 

講師は、UJC スタッフ、JOCV、在留日本人のボラ

ンティアが中心であり、謝金を減らす余地は限

定的。 

 

(1)(2)-3. 

その他の資金の獲得について、大使館からの文

化事業予算の手当等、可能性と規模を確認する。

また、日本の大学からの受託事業等、収入につ

ながる活動を強化することを、UJC 専門家、スタ

ッフとの間で確認する。また、JDS 事務所の移設

等、収益増の望める対応について、改めて具体

的に提案する。 

 

(1)(2)-4. 

プロジェクト外の投入として、JOCV、SV（長期・

短期）を派遣し、UJC を拠点に活動することによ

り、相互理解促進事業の技術面の担保、多様性

の確保につなげることを提案する。 

 

(1)(2)-5. 

日本語教育と同様、相互理解促進事業への大使

館から積極的な関与が得られることを確認す

る。 

(1)(2)-6. 

上記 1～3 の点を検討し、効率化を行ったとし

ても、完全な自立採算はほぼ不可能な性質を持

つ事業である点、日本側関係者内で認識してお

く必要がある。投入が減る以上は、事業も縮小

し、来館者数も減少する可能性がある。個別の

講座やイベントの経費を、参加費や外部資金の

獲得によって賄ったとしても、円滑にこれらの

事業を実施できる体制を維持するための固定

費（スタッフ給与等）は支えられず、これを補

完する日本からの投入が無い限り、次期案件終

了とともに、活動も終了することとなる。 

ースで現地在住日本人や日本

からの訪問イベントを実施し

ている。 

また、生け花等の材料費が嵩

む事業については、受講生に大

きな負担がかからない程度に

おいて材料費（原価の 50%程度）

の徴収を実施している。 

今後は、さらに有料化の度合

いを高める（少なくとも材料費

分の回収）ほか、日本人会員の

受講料は高めに設定する、ドゥ

タール教室の有料化など、料金

徴収のできるところから導入

することで理解を得た。 

 

 

8. 障害者向け IT

コース 

（UJC（専門家、現地

スタッフ）、JICA 事務

所、大使館） 

 

 

 

 

 

(1) 技術面・組織面 

すでに現地スタッフによって自立的に実施

されており、財政面の投入が続く限りは、

現在の活動を維持することができる。 

 

(2)財政面 

2009 年（暦年）の収支は以下のとおり。

【収入】 

なし 

【支出】 

非常勤講師謝金  4,619 USD 

備品・消耗品費    27 USD 

（新聞・雑誌・折り紙・他） 

計  4,646 USD 

 

 

 

 

 

(1)(2) 

社会的弱者支援の側面が強く、受講料収入によ

って自立採算を目指すことは、ほぼ不可能であ

るため、次期案件終了までに外部資金の獲得を

目指す方針について、日本側関係者間で確認す

る。 

 

 

 

 

 

 

(1) 

対経省からは、本事業は障害

者を対象としていることから

有料化は極めて困難、との回答

を受けた。そのため、本事業に

ついては、外部スポンサーを対

経省等と共同で探すことで理

解を得た。 

基本方針（案） 

● 障害者向け IT コースは、プロジェクト終了までに、UJC が自己収入によって

自立的に実施できる体制を目指す。 

●
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※ 上記以外に、4 年程度の単位で機材

（PC）の更新が発生する。 

9.ブハラ分室  

 

 

 

 

(1) ブハラ国立大学との協議 

終了時評価調査において、ブハラを訪問し、

大学側と協議の場を得たが、大学側の求め

る支援（将来的に日本語コースを立ち上げ

たいので、UJC から教師や教材を支援して

欲しい）の話題が中心であり、ブハラ分室

の将来について、日本側からの発信は特に

していない。 

 

(2) 事業の見直し 

ブハラ分室においては、恒常的に実施して

いるのは日本語教育・相互理解促進事業の

み。ビジネスコースは、他の地方都市と同

様、講師の出張ベースで実施している。 

 

 

 

 

 

 

(1) 

今回の調査では、まずは対経省から基本方針へ

の了解を得ることを目的とする。ブハラ国立大

学には、基本方針が固まった上で、しかるべき

意思決定者に対し、説明を行う。（大学との調整

は、今回の調査の対象外とする。） 

 

(2) 

上述の日本語・相互理解の項と同様。 

 

 

 

 

 

(1) 

対経省に対し、ブハラ分室の閉

鎖及びブハラ国立大学への移

管について提案したが、対経省

からは、地方開発はウズベキス

タンの国家開発課題であり、大

統領が推し進めている（年次教

書においても明記）ものである

との由で、対経省として同提案

は受け入れられないとの回答

があった。そのため、M/M にお

いて双方発言を残し、引き続き

の検討課題として残ることと

なった。 

 Ⅲ  その他 

10．その他 

（UJC（専門家、現地ス

タッフ）、JICA 事務所、

大使館） 

(1)5 項目評価 

 

 

 

(2)12 月のプロジェク

ト開始までのスケジュ

ールの確認 

 

(1) フェーズ 2の終了時評価結果 

本プロジェクトの妥当性、有効性、効率性

が高いことを確認。インパクトと自立発展

性を高めるために、ウズベク側主体の組織

体制の確立、財務面の自立向上、中小企業

のニーズに沿ったビジネスコースの見直し

の 3 項目を提言。 

 

(2)右案のとおり。 

 

(1)現地でＰＤＭ案、ＰＯ案の内容協議を踏ま

え、5項目評価案を作成する。 

 

 

 

 

 

 

(2) 以下のスケジュールを予定。 

2010 年 

5 月 運営指導調査団派遣（詳細計画策定調査） 

6～8月 MM 署名、RD 署名 

9～11 月 準備期間（各種手続、検討事項の議論） 

11 月末 プロジェクト終了 

12 月 プロジェクト開始 

 

MM・RD 署名のタイミングと方法（日本から調査

団派遣を行うかどうか）は、本件調査での先方

政府の反応次第で、決定する。 

 

(1) 

PDM 案及び PO 案を作成。また、

事前評価表案（5 項目評価）に

ついても作成しており、JCC に

向けて調整を図る。 

 

 

 

 

(2) 

R/D 署名については、ビジネス

コースコンサルタント傭上の

関係から 8 月末～9 月初旬ころ

までに実施するのが望ましい

旨、調査団より日本側関係者に

伝えた。現在、関係者と日程を

調整中であるが、8 月上旬に実

施する方向で調整中。 

 

基本方針（案） 

● JOCV の任期の終了時点を目途に、組織及びその運営をブハラ国立大学に移管

することを目指す。難しい場合は、活動の終了も視野に入れて検討する。 

－43－ 



実施協議調査の概要（2010 年 8 月） 
（１）派遣の目的 

１）前回の調査を踏まえ整理した PDM、PO 案に基づく本プロジェクトの枠組みについて、

対外経済関係省及び関係省庁、並びにプロジェクト関係者との間で協議・修正し、合意を

得る。 
２）上記協議の結果を R/D 及び M/M に取りまとめ、署名交換を行う。 
 

（２）調査団の構成 

担当分野 氏 名 所 属 

総括／団長 伏見 勝利 JICA 公共政策部 ガバナンスグループ  

日本センター課 課長 

 
（３）調査日程 
 現地調査：平成 22 年 8 月 17 日（火）～8 月 21 日（土） 

月 日 曜 時間 総括／団長：伏見 

8 17 火 21:00 （成田→ソウル→）タシケント着 

 18 水 10:00 JICA 事務所、UJC 打合せ 

   11:30 日本大使館訪問     

   13:30 UJC 関係者インタビュー 

   17:00 名古屋大学海外共同利用事務所訪問 

 19 木 07:30 タシュケント発 

   09:00 ブハラ着 

   09:30 UJC ブハラ分室訪問 

   11:00 ブハラ国立大学との協議 

   14:00 UJC ブハラ分室関係者との協議 

   21:30 ブハラ発→タシュケント着（23:10） 

 20 金 11:00 ウエストミンスター大学訪問 

   15:30 対外経済関係・投資・貿易省との協議、R/D 協議及び署名 

   16:30 UJC 打合せ 

   22:20 タシュケント発 

 21 土 12:10 成田着 

 
（４）調査結果 

本プロジェクトの枠組みを反映した R/D 案と、PDM を添付した MM 案を、CP 機関である対

外経済関係・投資・貿易省に説明、合意を得た上で、それぞれに署名を得た。署名済み R/D 及び

M/M を添付する。 

５．実施協議調査（R/D、M/M） 
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